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1-CAn研 修講座案内一

高度情報処理技術者養成講座

コ ー ス 名 定員 期 間

〈ア プ リ ケ ー シ ョン ・エ ン ジニ ア 関連 〉
名

ケ ー ス メ ソ ッ ドに よ る業 務 シ ス テ ム設 計 コ ン サ ル テ ィン グ技 法 修 得
20 63.2.1～63.2。4

提案刑設計行動力修得
20 63.2.15～63.2.18

〈テ クニ カ ル ・エ ン ジ ニ ア関 連 〉

ネ ソ トワー ク ・エ ン ジ ニ ア養 成
30 63。2,8～63.3.11

情 報 シ ス テ ム セ キ ュ リテ ィ と リス ク分析
20 62.12.8～62.12.10

CAD/CAM/CAE基 礎 20 63,2.1～63.2.3
.

イ∫限 要素法の基礎
20 63.2.15～63.2.19

数式処理 20 63.2.29～63.3.2

統計解析 20 63,2.22～63.2.25

エ キ ス パ ー トシ ス テ ム 2月 開講予定

〈プ ロ ダ ク シ ョ ン ・エ ン ジ ニ ア養 成 〉

ソ フ トウェア仕様技術 と設計技術 20 63.2.1～63.2.5

デ ー ク構 造 と ア ル ゴ リズ ム
20 63、3.14～63,3」8

プ ロ グ ラ ミン グ パ ラダ イ ム と プ ロ グ ラ ミン グ ば語
20 63.3.22～63.3.26

〈企業情報化推進関連〉

経 営 者 ・管 理 者 の た め の パ ー ソ ナ ル コ ン ピ ュー タ経 営 セ ミナ ー
4G 63.125～63,1.27

情報処理教育推進指導者のための研修

コ ー ス 名 コ ー ス の 狙 い 定員 日 数

教育 目標 を効率的 ・効果的 に達成す るため,専 門学校 に

A
情 報 処 理 科1]

おける情報処理関連科目の適切な学習到達目標,教 育指導 20名 5日 間

教 育 ヒ の ポ イ ン ト
順 序,指 導 ヒの ポイン ト,留 意 点等につ いて解説す る。

教育 目標の設定,教 育 指導期間,学 生 のレベルな どを考

教育効果 を高 めるための 隠 して,教 育 目標 に合致 した カ リキ ュラムの作 成や カリキ 20名 5日 間
B
教 育 指導 法 の ポ イ ン ト ユラムの適 切な運用指導法,OHPやCAIそ の他の補助

教材 の作 成 ・使用法につ いて解説す る。

システム ・エンジニアに必 要な システム開発技法 を実践

C シ ス テ ム 開 発 と 運 用
的 ・体系的 に学習す る。講義 ・小演習 に続いて,ケ ースス

タデ ィーによる一貫 した開発演習 によって知識 と技能 の定

20名 10日 間

着 を図 る。

経営 活動(特 に企業)の 基本 的な仕組 み,経 営活動に必

D 情 報 処 理 と コ ン ピ ュ ー タ 要な情報の概念,お よび企業 において コンピュータが どの 20名 5日 間

よ うに利用 されて いるかについて包括的に解説す る。

コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ ト ワ ー ク,デ ー タ ・ ベ ー ス,AIと

E 情 報 処 理 シ ス テ ム

エキスパー ト ・システ ムな ど代表的 なシステムを取 りヒげ,

その 目的,基 本機能な ど情報処理 システムの概念,そ の実

20名 5日 間

態,有 効性 な どを理解す る。

情報処理技 術者に とって必要 とな る適用分野に対す る基

F 関 連 知 識 本知 識 に っ い て,テ ー マ(OR,確 率 ・統 計,EDP会 計,
20名 5日 間

生産管 理等)ご とに説 明する。

コンピュータとの対 話を通 じて情報処理技術 を習得す る

ために使用す るCAI教 材 システムであるCAROLコ ー スゥ

G
CAROLコ ー ス ウ ェ ア

アにつ いて,コ ース ウェアの内容,利 用上の留意点,導 入 20名 5日 間

活 用 法
ヒの配慮 など具体的な実習 を通 して把握 し,CAI教 授 法の

ポイン トを理解す る。

【お申 込 み,問 合 せ先 】 中央 情 報教 育 研 究 所TELO3-435-・6506
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〈ご あ い さ つ〉

財団法人 日本情報処理開発協会

会長 影 山 衛 司

当協会は,昭 和42年12月20日,㈱ 日本情報処理

開発センターの名の もとに設 立され,同51年4月,

鮒 日本情報開発協会並びに醐情報処理研修センタ

ーとの統合を経て今日に至 り,本 年を もちまして

設VL20周 年を迎 えました。

設 、ア当時,わ が国では,通 商産業省の産業構造

審議会に情報産業部会が新設 され,ま た,郵 政省

からデータ通信回線利用の基本方針が打ち出され

るなど,政 府の情報化政策が本格化し,一 方,民

間においては,コ ンピュータの高度利用を指向し

た経営情報 システム(MIS)へ の関心が高ま り,

ヒ記部会から 「情報産業」の概念が示 され るに及

んで,従 来のコンピュータ産業か ら情報産業への

脱皮が次第に表れ始めておりました。

このような社会環境 を背景として,当 協会は,

通商産業省,郵 政省 をは じめ関係機器 メーカー並

びに産業界各位のご支援の もとに情報処理並びに

情報処理産業の振興を目的 とする中 立的な公益法

人 として設立されました。

以来,今 日まで,情 報処理及び情報処理方式に

関す る調査,研 究開発,普 及振興に関する事業,

情報処理技術者の育成のための教育 ・試験に関す

る事業,加 えて,産 業情報化の推進に関する事業

などを通 じて各産業界の情報処理の高度化,情 報

産業の振興を図 り,以 て,わ が国経済社会の発展

に寄与すべ く努力してまい りました。

今,こ の20年 を顧みますと,当 協会の活動成果

が広範な分野に活用され,わ が国情報化の進歩に

いささかな りとも貢献できましたことは,ひ とえ

に皆様方の ご指導,ご 協力の賜 と深 く感謝申し上

げる次第であ ります。

さて,今 日,わ が国の産業 ・経済社会は,国 内

的に も,国 際的にも,大 きく変化 しつつあ ります

が,こ の変化に対 し,情 報処理技術及び情報産業

が果たしている役割は極めて大 きな ものがあ りま

す。いまや,情 報処理技術は健全なる社会基盤の

形成に不可欠な要素として位置づけられ,一 方,

情報産業は国際化するわが国経済を支 える重要産

業 として位置づけ られようとしています。日頃,

この進展を眼のあたりにし,そ の中に深 く関わっ

ている私共でさえ,そ の成長のスヒ。一 ドに改めて

驚 きを感 じるとともに,20年 という地球的歴史か

ら見れば,ほ んの僅かな時間の中でこれほどまで ・

に大 きく様変わ りした事実に対し,深 い感慨を覚一
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える次第 であ ります 。

と同時 に,21世 紀 に向 けて よ り健 全かつ高度 な

情 報化社会建設 の ために私 共 に課 せ られ た使 命の

大 きさ,重 さ もひ しひ しと感 じてお ります。 と り

わ け,情 報 処理技 術者の育成,情 報 の システム化

・ネ ッ トワーク化 に必 要 とされ る相 互運 用性 の確

保,セ キ ュ リテ ィの確 保,あ るいは法制度 問題,

権 利保護 の問題 な どコンビ。ユ一 夕の利用分野 の拡

大 とと もに提起 され て きた問題 の解 決は緊急 の課

題 であ ります 。 これ らの課 題につ きま しては,こ

れ まで も,当 協会 事業の柱 あ るいはテ ーマの核 と

して鋭 意実施 して参 りま したが,今 後,よ り一層

体制 の充 実 を図 り,そ の解決 に全力 を挙 げ る所存

であ ります。申 で も,情 報処理技 術者 の育成 につ

きま しては,通 商産業大 臣の指定 試験機関 として

情報処理技 術者 試験 セ ンターが実施 して お ります

情報処理技 術者 試験 を,受 験 地の拡大 等体制整備

を図 りつつ 引続 き実施 して参 る とと もに,本 年6

月1日 を もちま して従来 の情報 処理研 修セ ンター

を改組 し再出発 いた しま した 「中央情報教 育研究

所」(CAIT;CentralAcademyofInformation

Technology)に お きま して,新 しい型の高度情 報

処理技術者の育成,あ るいは情報処理技術インス

トラクタの教育等,時 代の要請に応えた新規事業

に取 り組み,名 実 ともに通商産業省が推進 してお

ります 「総合的人材育成対策」の中核機関 として,

情報処理の円滑化に資することといたしてお りま

す。

今後,わ が国の情報化は来たるべ き高度情報化

時代へ向けて,さ らに大 きく進展してい くでしょ

う。そして,そ の進展はわが国経済社会の活力を

生み,ひ いては国際経済社会を活性化し,そ して

我々に実 りある豊かな人間社会をもた らす原動力

となるでありましょう。

当協会は,こ れまでの伝統の申で培 って参 りま

した知識 と技術 を活かしつつ尚一層の努力を傾注

し,そ の実現へ向かって遇進ずる所存であ ります。

設立20周 年を迎え,役 職員一同ここに決意を新

たにするものであります。
L

今後 とも,関 係各位の変わ らぬご指導 とこ鞭燵

を賜 りますよう心よりお願い申し上げます。一



⇔エ
〈20周年に寄せて〉

祝 辞
通商産業省機械情報産業局長

財団法 人 日本情報処理 開発 協会 ・JIPDECが,

設"f120周 年 を迎 えられた こ とに対 し,心 か らお慶

び申 し ヒげ ます 。

顧 み ます と,JIPDECが 「日本情報処理 開発セ

ンター」 として発足 した昭和42年 当時,我 が国 に

おけ る汎用電r計 算機 は実働 台数に して約2,500

台,年 間納 入台数は僅 か600台 に 過 ぎません で し

た。即 ち,合 目隆盛 にあ る情 報産業 は,そ の発展

の緒につ いたばか りとい う状 況 であ りま した。

ところが,現 在は実働台 数約250,000台,年 間納

入台数約63,000台 に のぼ ってお り,い ずれ も約100

倍 と,こ の20年 間 で 目覚 ま しい伸長 を遂 げて お り

ます。

この情 報産業 の発展 を力強 く支えて きた中心的

機 関の ひ とつが,JIPDECで あ ります 。

JIPDECは 設 立以来,「万園博覧会情報 管理 シス

テ ム」 等数 多 くの公共 的情 報処理 システ ムの 開発

に取 り組 み,先 駆的 な シス テムを世に示す とと も

に,情 報処 理 を取 り巻 く諸問題 について,我 が国

経済社会 の発展 に とって的確か つ有 意義 な提 言 ・

調 査報告 を発表す ることで,そ の使 命 を遂行 して

こられま した。

現 在,JIPDECに は 本部 の他 に,「情報処理 技術

者試験 セ ンター(JITEC)」,「 中 央情報 教育研究 所

(CAIT)」,「 産 業情 報化 推 進 セ ン タ ー(CII)」

の3附 属機関 があ り,国 民 の情報処理能 力向上,

産 業の情報化 の ために重要 な役割 を担 って い るの

は眉 目の一致 す る ところで あ ります。

多岐に亘 るJIPDECの 機 能の 中で も,特 筆 すべ

きは,JIPDECが 情 報 化の各種 政策 に関す る先行

的実験機 関 であ るとい うこ とであ ります。

昭和57年 度 か ら正式 な国 家 プロジ ェク トとして

進 め られ てい る 「第 五世代 コン ピュー タ」開発 計

画 も,そ の揺 盛期 をJIPDECで 過 ごし,「財団法 人

新世 代 コンピ ュータ技 術開発機構(ICOT)」 と し

て巣 立って ゆ きま した。 また この他に も,「医療情

報 システ ム開発 セン ター(MEDIS-DC)」,「 デー

児玉幸治

タベース振興センター(DPC)」 等がJIPDECを

母体 として育まれ,現 在 はそれぞれ独 、アの機関と

して,我 が国の情報化を推進する上で欠 くべか ら

ざる位置を占めてお ります。

ところで,今 後21世 紀に向けて我が国経済社会

の発展基盤を構築してゆ くためには,情 報化の一

層の促進が不 日J欠であ ります。

先頃,通 商産業大臣の諮問機関である 「産業構

造審議会」の 「情報産業部会基本政策小委員会長

期展望分科会」において 「2000年の情報産業 ビジ

ョン」 とい う報告がまとめられました。この中で,

我が国GNPに 占める情報産業の生産額の割合は,

昭和59年 の6.4%か ら75年(一 西暦2000年)に は

20.6%へ 逐次増大し,名 実ともに我が国の リーデ

ィング ・インダス トリーになると見込まれ ると指

摘 されてお ります。

この報告 を受けて,当 省といたしまして も,個

人 ・家庭 レベルでの情報化,即 ち 「情報のパーソ

ナル化」 を推進するための施策,あ るいは,構 造

転換を迫 られている産業群の情報産業への進出支

援のための施策等を積極的に推進す ることとして

お ります。

JIPDECに おいて も,情 報化教育 ・人材の育成,

OSIの 推進,産 業の情報化の推進等の情報化関連

施策についてサポー トを頂いており,今 後2000年

に向けた我が国の情報化を進める上で,JIPDEC

の役割は益々重要性を増す もの と思われます。

これらの中でも本年度JIPDECの 中に設立され

た 「JIPDEC-ICOTAIセ ンター」 は,今 後我が

国の情報化の発展方向のひとつである人工知能分

野における関連技術の普及促進等の観点か ら,大

いに期待 されているところであ ります。

JIPDECに とっては,こ の20周 年が一層の飛躍

の年であり,関 係者の御支援の もと我が国におけ

る高度情報化社会構築推進の中核 として,そ の使

命を果たされることを祈念いたしまして,私 の挨

拶 といたします。一
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〈20周年に寄せて〉

祝 辞
郵政省電気通信局長 奥山雄材

日本情報処理開発協会が創立20周 年 を迎えられ

たことを心か らお慶び申しヒげます。また,貴 協

会の創立以来の輝か しい業績 と今 日まで協会を育

ててこられた関係の皆様の御労苦に対 して深甚な

る敬意 を表 します。

協会創立より今 日に至 るこの20年 は,情 報通信

の分野においてかつてない大 きな変革の時代であ

りました。昭和42年 当時は,企 業内の 自営データ

通信 システムしかあ りませんでしたが,そ の後,

電電公社のデータ通信サービスの開始,公 衆電気

通信法の一部改正(い わゆる 「第一次回線開放」),

第二次回線開放 と社会経済の変化に対応 して制度

面で も着実に改善が進め られ,昭 和60年 には電気

通信制度の大改革が行われ,今 や,情 報通信 シス

テムは様々な形態 をとって社会のあ らゆる局面で

利用されるに至 っております。

情報通信 システムの構築 ・運用を事業とする電

気通信事業者の数 も飛躍的に増加 してお り,第 一

種電気通信事業者はNTT,KDDを 含め28社,

第二種電気通信事業者は457社(う ち,特 別第二種

電気通信事業者は16社,一 般第二種電気通信事業

者は441社)に 及んでお ります。また,今 年9月 に

施行されました電気通信事業法の一部改正は,本

格的な国際VAN事 業の実現 を可能にするもので

あ りますが,こ の分野には現在10社 の特別第二種

電気通信事業者が参入してお ります。 これは,従

来,主 として国内に留 まっていた情報通信 システ

ムが国境を超えて発展 していくこと,即 ち 「情報

の国際化」を目指す ものであり,今 後,我 が国が

進む 「国際化」の先駆けとなるべ きものであ りま

す。

また,こ れ ら電気通信事業者の提供するサー ビ

スは,企 業間ネットワーク化の進展に伴い,異 企

業 ・異業種間の情報交流を通した新たな価値を創

造す るものに至ってお ります。 さらに,近 い将来,

ネットワークのデ ィジタル化を推進 し,電 話,フ

ァクシ ミリ,デ ー タ通 信な ど全ての サー ビスを統

合す るISDN化 を 普及すべ きもの と確信 してお

ります 。 こうした,安 価で 大容 量,高 品質 のデ ィ

ジタルサー ビスが広 く一般 ユーザに提 供 され,産

業 界だ けに とどま らず 社会全体 の高度情 報化 ・ネ

ッ トワー ク化が実現 してい くもの と考 えてお りま

す 。

折 りし も,我 が国の みな らず世 界的にみ て も,

大 量生 産 ・大量 消費の[:業 分野 が低 成長 に移行 し

た状況 の ド,サ ー ビス分野,そ の 中で も特 に情報

通信産 業 に対 して高い経 済発展が期待 され る一方,

経 済活 動の グ ローバ ル化,国f二 全体 の活性化,産

業組織 の柔構造 化が要請 されてお ります 。情報通

信 産業 は こ うい った社会の 中で,自 らが産業 と し

て発展 して い くだけで はな く,情 報通信 を と りい

れ るこ とに よって他 産業 を若 々 し く蘇 らせ るマザ

ー イン ダス トリー として
,我 が国の経済社 会のみ

な らず世 界経済 の リーデ ィン グインダス トリーの

地 位 を占め るべ きであ り,今 後 ます ます その重要

性 を増す もの と期待 されてお ります。

こう した,情 報通信分 野 にお け る変 革の時代 の

なかで,情 報通 信行政 を担 当 してお ります郵政 省

といた しま して も,高 度情 報社会 を期 して,ネ ッ

トワー ク化 の推 進,ISDN化 の 促進 を始 め とす

る,様 々な施策 を実行 してい るところで あ ります

が,今 後 も,引 き続 き新 しい方向 を目指 して努力

して参 る所 存 であ ります。'

今 後,我 が国 が高度情報社 会へ と移行 してい く

につれ,貴 協会 の重 要性 と社 会的責務 が ます ます

重 くな って くる ことは疑 いを入れ まぜん。、貴 協会

に おか れ ま して は,今 後 と も引 き続 き,課 された

責務 を立派 に全 うされん こ とを心 か ら希望 いた し

ます。

最後 に,貴 協会の 今後 の ます ますの ご発展 を心

か ら祈念 し,お 祝 いの言葉 といた します。一



〈20周 年 に寄 せ て〉

「情報処理」の変遷

大分県嫡 平 松 守 彦

日本情 報処 理開 発協会 設 、ア20周{1三。 心よ りお喜

び申 し ヒげます。

デー タを機械的 に分類,処 理す る"DataPro・

cessing"を 「情 報処 理」と最初 に訳 した人は誰 だ

ろ うか。 その後 「情 報処理」 とい う言葉 は一 人歩

きをは じめ,今 度は"lnformationProcessing"

と英 訳 され,日 本で レッキ とした法人 の名称 とな

った。情 報処理 とい う【漢 が統計会 計 システムや

情報処理学会 とい う学会 の名か ら,広 く情 報産 業

一一般 を意味 す る言葉 に使われ たの は 「日本情 報処

理開 発セ ンター」(昭和42年)が 最 初で あろ う。

昭和44年,私 は通産 省情報産業 室長 とな り,産

業構造 審議会情 報産業部会の答 申 をま とめた。「わ

が国 を含 め世 界の先進社会 は,今 や,情 報化社会

の扉 を叩 こ うとしてい る」 とい う名文で始 ま るこ

の 報告書 は,.課 長補佐宮 野素行(現 ・日本 余暇 開

発セ ンター専務理事)の 筆 に なる。

この時に は情報産業 を"lnformationIndustry"

と訳 した。 当時A・ マ ッハル プの 「知識 産業」 と

い う本が有 名で"KnowledgeIndustry"と い う言

葉や 「知識 社会」(KnowledgeSociety)と い う言

い方に もな ったが,知 識 産業 とい うと,出 版,マ

ス コ ミ,学 校な ど広範 にな りす ぎるので,コ ンピ

ュー タに関 係 の あ る情 報 サ ー ビス業,ソ フ トウ

ェア産 業,コ ン ピ ュー タ製 造関 係産 業 な どを と

りあげ ることで 「情 報産業」 と した ことを覚 えて

い る。

「情 報 化 社 会 」 とい う言葉 も英語 にはな じまな

い表現で あ った。 ダニエル ・ベルの 「脱 工業化社

会」(PostIndustrialSociety)と い う表現 はあ っ

たが 「情報 化」 とい うコンセプ トを英訳 す る こと

は むつ か しか った。

昭和45年,電]敬 策課長時代。「情報処理振興法」

とい う法律 を作 った。情報処理 とい う言葉 が 日本

の法律 に用 い られた最初で あ る。国会審 議の時 に,

あ る議員 さんか ら 「情報産業 とい うとスパ イ産業

とい う暗 い イメージに結 びつ くので電 子式情報処

理産業 とした らど うか」 とい う意 見が出た。

「情 報 化 週 間」 とい うアイデ アを出 したの は岡

部 敬君(現 ・パ リOECD駐 在)で あった。今 で こそ

この週 間 もす っか り定 着 したが,そ の頃 は予算 要

求 の際,大 蔵省 で 「情 報化週 間 って何 をや るの」一
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と冷 やか された。

あれか ら20年 近 くにな り,情 報 化,情 報産業 と

い う言葉 も市 民権 を得 たよ うに思 え る。

ところで最近では,「 インテ リジ ェン トビル」 と

い う名の 「情 報 ビル」 が流行 して いる し,わ が大

分県 も 「情報都市 」(インテ リジェン ト・シテ ィ)

と して国か ら指定 を受 けた。

デー タを加 工 した ものが インフ ォメー シ ョンで

あ り,イ ンテ リジェン トは更に高次 な知能 を意味

す る。 た とえば,ア メ リカの秘密情報 の総 元締 め

はC.1.A(CentralIntelligenceAgency)で 「中央

情報局」 といわれ てい る。 スパ イ情報 は インフ ォ

メーシ ョンよ り更 に高次な ものか もしれ ない。

Data-Information-Intelligence。 と同 じ情

報 といわれてい る もので内容 もだんだん変 化 して

きてい る。最近 では人工知 能(AI)と い われて

コンピュータ も情 報処理機 械か ら人 工頭脳 に近 づ

きつつあ る。

ところで,近 頃 は クイズ に強 いデ ータ人 間がや

た らと多 く,情 報 に振 り回 され,知 的創造力 の乏

しい 「情報人 間」 が増 えてい るよ うに思 える。

イ ンテ リジ ェン ト ・シテ ィといって も立派な イ

ンテ リジェン トビルが建 ち,ソ フ ト産業 が 多 く立

地 して も,そ の都市 に住 む人間が インテ リジェン

スを持 たな けれ ば宝 の持 ち腐 れだ。

要は情 報 を如何 に地 域の活性 化に役 、γて,自 分

の人生 を豊 かにす るため に利用 す るか にあ る。 イ

ンテ リジ ェン ト都市 は,ま ず イ ンテ リジ ェン ト人

間の養成 か ら始めね ばな らない。

大分県 では ソフ トパー クのな かに,県 と経 済団

体 が共 同出 資 した 「人材 養成セ ンター」 が ある。

デー タ人間,情 報人間 か ら知能人間へ脱 皮 を試 み

て い る。究極 は人間の英知(Wisdom)を 磨 く こ と

な ので ある。

JIPDEC20周 年 に当た り,こ れか らは情報 処理

に詳 しい情報処理 人間の養成 とな らん で情 報 を自

分 の知 的創 造 に利用で きる能力 を もった インテ リ

ジェン ト人間の 養成に更 に努力 して いただ くこと

を期待す る もの であ る。一



JIPDEC 20年 の あ ゆ み

〈あ ら ま し〉

1.は じめ に

高密度 の経済社 会 を形成す るわが国 は,き わめ

て速 い テ ンポで情 報 化が進 ん でい る。'60年 代 お

よび'70年 代 は,生 産 の シ ステム化,効 率的 な経

営,省 資源 ・省 力化,あ るいは公 共的業 務処理 な

どに}三体 をお いた産 業 ・経 済 を中心 とした情報化

であ った,,こ の閻,コ ンピュー タ技術,情 報処理

技 術が著 しく進 歩 し,情 報化の もた らす効果 につ

いて は,多 くの国民 が認め る ところで ある。

一方 ,情 報化 に ともな う影 の部分が社会 的な問

題 として浮彫 りに されて きた。 コン ピュー タ ・シ
　 　

ステ ムのぜい弱性,ソ フ トウ ェアの危機(開 発 と

メンテナンス),コ ン ピュー タ犯 罪 とセキ ュ リテ ィ

等 々の問題 について,技 術,管 理,制 度 な どさま

ざまな側 面か らの対策 が要 請 され た。 この よ うに

情報化の 光 と影が論 じられ るなか に も,情 報化 の

波 は,'80年 代 に入 って 大 きな うね りを見せ,産

業中心 か ら個 人生活 や社会活動 の領域 に拡 が る兆

しにあ る。 その背景 には,パ ーソ ナルコ ンビ。ユ一

夕の登場,通 信 回線 利用制度 の大 幅 な自由化,コ

ン ピュー タ ・ネ ットワー クの形 成,ニ ュー ・メデ

ィアによ る新 しい情報サ ー ビスの台頭 な どの シー

ズがあ る。 そ して,個 人生活 や社会活動 の 多様性

に富ん だニーズに応 じた情 報化 を可能 とし,ま た,

産 業分野 では,消 費者 を指向 した生産 ・販売 の戦

略展 開 とOAや フ ァク トリ ・オ ー トメー シ ョンの

導入が進むであろう。 また,情 報処理相互運用基

盤の確立によって今後は産業界における効率的で

開かれた企業間ネットワークシステムの構築が進

展することとなろう。 このような高度情報化の動

きをみたとき,従 来の産業組織や社会現象が大 き

く変化 し,新 しい社会が形成 されるものと予想 さ

れる。

このように情報化の波が大 きく揺れ動 く中で,

財団法人 日本情報処理開発協会 もこの12月 で設立

20周 年を迎えることになった。この間,当 協会は

情報処理関連の各事業を通 じわが国情報化の進展

に寄与 し得たものと存 じ,こ こに設立の経緯 と事

業活動の概要を紹介することと致 したい。(な お,

わが国の情報化 とJIPDEC20年 のあゆみの詳細に

ついてはこれを20年 史 として目下編纂中である。)

2.協 会設立の経緯

現在の財団法人日本情報処理開発協会(以 下J-

IPDEC)は,昭 和51年4月 に,情 報処理関係の

公益法人3団 体が統合 して再発足 した。統合の対

象 となった機関は,(財)日 本情報処理開発セ ン

ター(旧JIPDEC),(財)日 本情報開発協会

(CUDI),(財)情 報処理研修センター(IIT)

の3法 人で,そ れぞれに設立目的に沿って活動 し

て きたが,急 速に進展する情報化を展望 して,適

切な事業の実施,人 的 リソースの活性化,コ ンピ

ュータや教育施設の有効活用,成 果の多目的活用一
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など,統 合による事業運営の効率化を図 ることと

した(図1)。 このため,新 発足 したJIPDECは,

旧3団 体の設立目的 と事業を継承 してお り,幸 い

にして,賛 助会員も,統 合の趣旨にご理解 くださ

り引続 きご支援頂いている。以下に,3団 体の設

立経緯のあ らましを紹介させて頂 く。

(1)(財)日 本情報処理開発センター

旧JIPDECは,日 本の情報処理及び情報産業の

振興に関 して,高 性能の機器 と高度の利用技術の

開発,各 種情報の統一的かつ総合的な整序,将 来

の情報処理体系に関するナシュナル ・コンセ ンサ

スの形成,膨 大な情報処理技術者の育成 ・確保等

の基礎的共通的課題を解決す るための公益的中立

機関 として,昭 和42年12月 に設立 された。そ して,

その組織の一部 として,(社)日 本電子工業振興

協会(JEIDA)の 一組織 であった電子計算機 セ

ンターを継承 し発展 させていった。当時,JEID-

Aの 電子計算機センターは,国 産コンヒ。ユ一夕の

振興 を目的 として,昭 和33年10月 以来,実 用実験,

プ ログラマの訓練,プ ログラ ミング教育用言語

(SIP)の 開発 などの事業を実施 していた。 し

かし,将 来のコンピュータ利用の発展を考えたと

き,プ ログラマやシステム ・エンジニアの養成,

プログラム作成言語を始めとした各種情報処理関

係の標準化な どは,ユ ーザ自身の問題でもあ り,

国産メーカーを主体 としたJEIDAの 場が必ずしも

適切でな くなって きた。このため,旧JIPDECの

設立に伴い移管 された ものである。

当時,コ ンヒ。ユータによる情報処理は、早晩,

通信回線を介 したオンライン ・システムの形成 ・

利用に向って進み,技 術的 ・制度的に解決すべき

問題が多い として,遠 隔情報処理方式 に関す る調

査研究が主要な事業の一つとなっていた。 このた

め,監 督官庁である通商産業省 と郵政省のほか当

図1.3団 体 の統合

財 日 本†吉報 処 理 開 発 セ ン ター一

(JIPDEC)

設 、▲'昭 和42年1211
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妻

財 情 報 処 刑 研 修 セ ン ター

(11T>

設 、1r昭 和45年3月

財 日 本情 報処 理 開 発 協 会

(JIPDEC)

統 合IU{iEl151{}4月

時の日本電信電話公社か らも協力体制が得 られた

のである。

昭和42年11月,通 商産業省は,産 業構造審議会

に対 し,「情報処理及 び情報産業の健全な発展 を

はかるための施策」について大臣諮問を行った。

中間答申は昭和43年9月,答 申は44年5月 に出

たが,そ こには,

「今日の情報化の要請は,経 営情報システムの発

展,情 報 ネットワークの形成,情 報産業の振興の

3つ の側面か ら捉 えられるが,こ の各々は相互に

密接不可分な関連を もち……」 とある。

そして,政 府が早急 に講ずべ きこととして,

①情報処理 に関す る教育訓練の推進,② 情報処理

技術の開発,③ 各種標準化の促進,④ 遠隔情報処

理発展のための基盤の整備,⑤ 情報産業の振興,

⑥官庁 における情報処理の拡充 と高度化 そめ

他を提言 した。

つまり,旧JIPDECは,こ の施策に協力する役

割を担 ったものでもあったのである。

旧JIPDECの 活動は一貫して,調 査,研 究開発,

システムの開発 ・運用,教 育研修,普 及振興,国

際協力を事業の主要な柱 として,毎 年度その時の

ニーズに応 じて具体的な事業が計画実行 され,統



合後のJIPDECに も全面的に継承 されて きている。

②(財)日 本情報開発協会

コンビゴ ータの利用を単純事務計算か ら経営計

画等をサポー トするものにまで引 上げようとする

先進的ユーザ企業のために,コ ンピュータの高度

利用を促進 し,調 査研究,啓 蒙,教 育活動を行 う

ことを日的として,昭 和40年5月 に日本電 子計算

開発協会が設Ulさ れた。

同協会は,昭 和42年10月,日 本生産性本部 と共

催で,「 訪米MIS使 節団」を組織 し,米 国の大企

業,政 府機関な どの先進的なコンピュータ利用状

況を視察 した。

MIS(経 営情報 システム)は,端 的 に"高 度

利用"を 表現 していたが,視 察報告では,日 米の

コンピュータ利用の格差が企業の格差を生むこと,

それには,日 本 も"高 度利用"を 急 ぐべ きだと強

調 された。

これ以後,MISと はどうい うものか とい う議

論,も う一つは,高 度利用のために技術的,制 度

的な条件の整備を急 ぐべ きだという議論があった。

条件の一つが,情 報ネットワークのため,通 信回

線の利用制度の改善ということにあった。

(財)日 本経営情報開発協会(48年 に日本情報

開発協会 と改称)は 昭和43年9月 に設立 された。

前身の 日本電子計算開発協会の事業 をより拡大

し,コ ンピュータの高度利用および適用分野の拡

大開発を促進するとともに,コ ンピュータの利用

に関す る教育啓蒙活動 を行 うことにより,経 営 に

おける情報利用水準の高度化をはか り,わ が国社

会 ・経済の発展に寄与することを事業目的とした。

同協会は設立後,い ちはや く,「情報産業特別

調査団」 を米国に派遣 し,そ の帰朝報告会など,

コンヒ。ゴ ・タの高度利用についての啓蒙活動 を行

った。

調査研究活動 としては,通 信回線利用に関する

問題,学 校教育,社 会人の再教育など,コ ンピュ

ータ利用に関する教育推進の必要性,ま た,会 計

税務のコンピュータ化に関す る商法改正,そ の他

について,要 望 ・提言するなどの推進活動 を行っ

た。

産業界か らの情報化についての要望 ・提言が,

この時期,き わめて活発だった。これ らの事業活

動の うち,通 信回線利用に関する問題,シ ステム

監査に関する調査研究及び情報化白書(昭 和62年

版か らコンピュータ白書を改称)の 発行等の事業

は,JIPDECの 主要な事業 として継続 されて きて

いる。

(3)(財)情 報処理研修 センター

情報化 を促進するために,常 に,重 要施策の一

つ とされて きたのは,情 報処理技術者の育成確保

であった。コンピュータの高度利用が要求 される

と技術者 もまた高度教育が要請 されるのは当然で

ある。旧JIPDECは,情 報処理技術者の育成を目

的の一つとしていたことは前述の通 りであるが,

その一環 として,昭 和43年10月,上 級情報処理技

術者の育成を目的 として中央研修所が設立 された。

プログラ ミング,経 営科学,シ ステム設計,特 別

講義の4コ ースに分け,情 報処理関係企業,官 公

庁,一 般企業か らの研修生に対 し,豊 富な講師陣

と,研 修所に設置 した端末装置を通 じて中央の大

型コンビ。ユータを自由に使用する方式 による実習

を行った。そして,こ の事業を更に拡充するため,

昭和45年3月 には,上 級情報処理技術者の組織的

体系的な専門研修機関 として,IITが 設立 された。

コンピュータを,広 範囲の分野において利用 レベ

ルを高めるためには,シ ステム ・エンジニアや上

級プログラマ,さ らには,情 報処理専門の管理者,

情報処理関連の教育担当者が不可欠であるとして,一
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公的機関による養成訓練を実施す ることとなった

ものである。

IITの 研修事業は,統 合後 もJIPDECの 付属機

関 として,新 たな構想を取 り入れなが ら一層充実

して きている。

以上の経緯 目的をもって設立 された機関が統合

するに至 った背景には,コ ンピュータの技術と利

用の両面における急速な進展 と産業主体か ら社会

や個人生活の領域へ と進む情報化の波があった。

コンピュータ利用の初期は,そ れぞれの目的に沿

い産業界のニーズに応 じた広範囲な事業の展開が

求められて きたが,ユ ーザにおける利用技術の向

上,情 報処理組織の充実などとともに,3団 体の

実施する事業に さまざまの分野で重複がみられる

ようになった。そして,前 述 したように,新 しい

情報化の問題に対処 した情報処理推進の公益機関

として,3機 関を統合する運びとなったものであ

る。

3.事 業活動の概要

当協会の事業は,設 立当初 におけるわが国情報

化の初期の段階か ら,そ の後の急激な進展に対応

しつつ展開されて きた。その間一貫してわが国情

報化の促進 を目的 として,公 益的中立機関の立場

で,調 査,研 究開発,技 術者の育成 ・確保,普 及

振興及び国際交流等の事業 を柱 として,政 府施策

に積極的に協力するとともに産業界及び関係機関

と有機的な連携 を保 ち,合 意形成を得なが ら諸問

題の解決 に意欲的に取組んで きた。以下に各事業

の推移,変 遷について概要を紹介する。

(1)調 査事業

調査事業 としては,技 術革新の著 しい情報処理

技術を踏まえながら,社 会的,経 営的,技 術的な

問題を取 り上げてきている。その視点 としては,

政府の情報処理振興施策 に対す る支援のための基

盤整備に関するもの,情 報産業や情報技術の振興

に関するもの,産 業の情報化 とコンピュータ・ユー

ザの共通問題,社 会 ・地域の情報化問題等がある

が,こ れ らは相互に関連 し合 っている場合 も少な

くない。これ らの視点にもとつ く各調査事業の内

容を表1に まとめてある。各調査研究活動に当っ

ては産官学の有識者,専 門家の協力を得てお り,

その成果は報告書にとりまとめるとともに,必 要

事項については関係方面に提言するなどしている。

(2)研 究開発等事業

研究開発等事業においては,情 報処理の高度化,

コンピュータ適用分野の開拓を目標 に各ユーザ

の共通的なコンピュータの利用技術について,そ

の時期に応 じた先進的基礎技術及び応用技術につ

いて開発研究及び技術動向の調査研究 を実施 して

きている。 また,こ れらの技術蓄積 をもとに,公

益的中立機関の立場から,広 く官公庁,団 体等よ

りシステム開発(一 部運用 も含む)等 を受託 して

いる。 さらに,官 公庁,中 小企業等か らシステム

化基本構想,コ ンピュータ導入等に関す るコンサ

ルテーションをも実施 している。当協会が設立以

来実施 して きた事業テーマの主なものは表2の 通

りである。

(3)普 及振興及び国際交流

コンピュータや情報処理の普及振興のための事

業 としては,講 演会,セ ミナー等の催物 によるも

の と定期刊行物,各 種の調査 ・研究開発報告書等

の資料配布によるものに大別 される。催物 として

は,設 立以来10数 年間にわたり実施 して きた情報

処理シンポジウム(年3回),昭 和45年 か ら(社)

日本電子工業振興協会 と共催で実施 してきている

官公庁 トップマネージメントを対象 とする トップ

セ ミナー(毎 年2回)が ある。このほか,そ の時



表1.調 査事業の区分と内容 一

事 業 区 分 事 業 内 容

情報化の基盤整備

● リスク分析,安 全対策等の コン ピュータ ・システムのセ キ ュリテ ィ,シ ステム監 査,プ ライバ シー保,護,コ ン

ヒ .、一 タ犯罪 の防止,ソ フ トウ ェアの法的保護,電r取 引等 の情 報関連 法制度に関す る問題

■通信回線の開放,新 デ.・ク網,第 二次回線開放,新 通信時代の課題等の電 気通信制 度に関す る問題。越境デー タ

流通'Tl)Fに 伴 う国際間の制度 問題

●情 報処 理JIS原 案 の作成 等の標準化の促進 に関 す る問題

●ME,OA,FA,ニ ュー メデ ィア等の 発展 と社会経済への インパ クトに関す る問題

情報産業の振興

●:」 ン ヒ ュ.一 ク産 業,情 報処 理 サ ー ビ ス業,デ ー クベ ー ス サ ー ビ ス業,マ イ ク ロ コ ン ピ ュー タ産 業'シ ス テ ム ・

ハ ウ ス.,.二 、一一メデ ィア 及 び セ キ ュ リテ ィ産 業,AI産 業 等 に つ い て の 実 態,需 要 構 造,発 展 予測,業 界 形 成 の

課 題 等 に 関 す る調 査

情報技術の振興

●情 報 処 理 技 術 の 現 状 と将 来,ソ フ トウ ェア の 体 系 付 け と汎 用 化 技 術,オ ン ラ イ ン シ ス テ ム技 術 等 コン ピ ュー タ

の バ ーード,ソ フ ト,シ ス テ ム に関 す る基 礎 的技 術 の 動 向

●CAI,CAE,ネ ッ トワ ー ク化 等 の 高度 利 用技 術 の 動 ∬11

●ll本 語 情 報 処理,パ ソ コ ン利 用,マ イ クPコ ン ピ ュ ー タ,ニ ュー メデ ィ ア等 のOA化 に伴 う基礎 的 応 用 的 技 術

の 動 向

●新 世 代 コ ン ピ ュー タ,人ll知 能 等 の 先 進 的 技 術 の 動 向

産業 の情報 化 とユ

ーザ問題

● コンヒューータの利用 とオ ンライン需要動向,各 産業 における シス テム化,産 業 における情 報化の進展 と問題点,

旅業別情報 ∴一ーズと情 報拠 点の育成,企 業間 オンライン システ ムの実態 とニーズ,産 業間にお けるネ ットワー

ク化 と情 報処理 の相 互運用性,ビ ジネスプロ トコルの標 準化等 コンピ ュータ利 用の高度化に伴 う産業の情 報化

促進の ための調 査研 究

●経営情報 システ∠、(MIS)構 築のための各業種における経営情報体系化,MISの 事例研究,経 営計画情報 システ

z、,EDP会 計 システム,シ ステム監査,情 報処理費用 と操算性,情 報処理 システムの開発 ・運用 のあ り方,情

報産業 「コン ピュー タメー カー及 びソフ トウ ェアハ ウス等)と ユ ーザとの連携 等 コンピ ュータユーザが 自ら解

決すべ き共通 的な課題に関す る調査研究

■コン ピュー タ導 入活用指針,中 小企業 の情 報化 システム,中 小企業 のための情報 ネ ットワー ク化のあ り方等大

企 業 との格 差があ る中小企業の情 報化 の問題

社 会 ・地域の情報

化

●日本万国博覧 会情報管理 システム及び沖縄 海洋博覧会情報 システ ムの調査研究 をは じめ,総 合貿易情報 システ

ム及び航空貨 物輸入貿易情 報 システムの基本構想,医 療情 報 システム及 びインフ ォメー シ ・ン ・ユ ーテ ィリテ

ィ,ナ シ ョナルィンフ ォメー ションシ←・テム構築 のあ り方響ナ シ ョナル ・プ ロジェク トに もとつ く公共 的シス

テムあるい は社会 の情 報化 に関す る問題

●地域 別情報拠点,地 方都市にお ける高度情 報都市 構想,地 域 にお ける情 報利用の高度化等地域 に密着 した シス

テ ム化 ・ネッ トワーク化 に関す る問題

海 外 の 勤 向

●情報化先進国である米 国及び欧州各国における情報処理技 術,情 報産業等について,情 報化の現状 と発展の 可能 性を

協会設立以来,毎 年継 続 して調査員を派 遣して実施。テーマはわが国で当面あるいは将 来課題となるものを適宜選定 。

● ヒ記 とは別 に,財 界及 び政府関係の有力者 をメンバー とするMIS使 節団,情 報産業特別調査団,シ ステム監査

研修団,ネ ッ トワー ク ・ユ ーテ ィリテ ィ調 査団等 を派遣。また,主 として協会賛助会 員か らなるメ ンバ ーによ

りNCC,INFO調 査団 も継続 して派遣。

●資料,文 献 等の定期的入 ∫三による調査 も毎年継続 して実施。

情 報 処 理 教 育

●情 報処理技 術者の育成に関 し,企 業 内における教 育のあ り方,学 校及 び産業界 における教 育の実態,適 性の問

題,キ ャリアパ スの問題,身 障 者に対 す る教育問題,CAIシ ステム,教 育 の手法,職 種転換等各視点 か らの調

査を実施 。

●通商 産業 省が 当協会に委託 して実施 している情報処理技術者試験制度の改善,拡 充 に資す るための各種 の調査

を実 施。一
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表2.研 究開発等事業の区分 とテーマ
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期 に応 じたふ さわ しい テーマに よるシ ンポ ジウ ム,通 り,定 期 刊行物 が10種 の ほか,事 業報告書 ・資

セ ミナーを随時 開催 し普及啓 蒙 につ とめて きた。 料等 が毎年40種 にわた って い る。

普及振興の ための刊行物 としては,表3に 示 す

表3.協 会定期刊行物
一.・

刊 行 物 名 発行周期 部 数 備 考

情 報 化'旧 コ ノ ヒ.一 水タ、 白 書
{口 回 5,000 昭和42年 か ら

情 報処理 二 、 ス 月1回 700 昭 和43{1か ら48」1ま で

JIPDECジ ャ ー ナ ル 勾41ぱ1 L200 昭和43句 か ら

海外情 報 インデ ノクス 月1川 700 昭和49年 か ら58年 ま で
一－
JAPANCOMPUTERQUARTERLY

瑛 ※,
句41nI 700 昭和59{1か ら

INFORMATIZATIONWHITEPAPER

情 報化 自書の英 文要約版

{口ln1 500 昭和42年 か ら

マ イコン情 報 年4川 200 昭和57年 か ら60年 まで

あい あいてし、 年2回 1,500 昭 和47{1・ か ら56{}ま で

産業と情報 年4回 1,000 昭和61年 か ら

R'業 情 報化 イ ノデ ノクス 月llnl 1,000 昭和60年か ら

昭和47年10月 か ら始まった情報化週間(そ の後,

月間に改められた)に 対 して,当 協会は初回から

これに全面的に協力 し,行 事全体の総合広報,情

報化促進に貢献 した個人,団 体,情 報処理システ

ムの表彰対象者を推せんするとともに,国 際的に

著名な外人を招いて情報化国際講演 ・討論会 を毎

年実施 して きた。全国的な行事としては東京及び

地方の各都市で開催する生活 と情報化をテーマに

した展示会,講 演会,コ ンピュータ教室等がある。

最近では,東 京中心か ら地方での開催 を重視 し,

企画 ・実施に当っては,各 通産局をはじめ地元団

体の協力を得て,そ の要望 を取 り入れなが ら実施

してきている。

当協会は昭和53年,マ イクロコンピュータ産業

(システム ・ハウス)の 振興を目的 として,マ イ

クロコンピュータ振興センターを設置 し,業 界に

関する各種の調査活動 を行 うとともにマイコン応

用機器の委託開発 を実施す るな ど,業 界の振興育

成に協力 して きた。昭和60年7月,(社)シ ステ

ムハウス工業会が発足 した ことに伴 い,そ の1年

前か らマイコン技術者の育成に力点 を移 し,昭 和

60年 秋からマイクロコンピュータ応用 システム開

発技術者試験を実施 して きている。本年度は,東

京,大 阪,名 古屋をはじめ全国6ケ 所で実施 し,受

験者は初級が8,000名,中 級は2,600名 であった。

その他の普及振興事業 としては,日 本データベ

ー ス 協 会(DINA)及 び シ ス テ ム監 査学 会

(JSSA)の 設立 とその後の運営 ・活動への協

力等があげられ る。

国際交流については,わ が国の情報化に関し,

海外諸国が高い関心を寄せてきているため,当 協

会で もこれを重要な事業 と考え,発 足当時か ら各

国の政府,在 日公館,情 報処理関係機関との間で,

情報交換,視 察団及び研修者の受け入れ等を積極

的に進めている。

とくに,1973年 に開始 された情報処理研究機関

代表者国際会議には,第1回 から参加 し,日 本の

実情について報告するとともに,各 国の代表者 と一
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意 見交換 を行 って きた。1981年 に はE]本 で 開催,

JIPDEC専 務 理 事が世話役 とな った。 この会議 に

は,フ ランスのINRIA,西 ドイツのGMD,イ ギ

リスのNCCを は じめ10機 関 が参 加 して お り,各

代表者 は,そ れぞれの国 での情 報処理振 興策 に オ

ピニオ ン ・リー ダー を務 めてい る方 々で ある。

(4)人 材 育成

情報処 理技術者 の育成 ・確 保 に関す る事業 とし

て は,研 修の実施,育 成指針 及 びカ リキ ュラ ムの

開発,情 報処理技 術者試験 の実施 の3本 の柱 があ

げ られ る。

研修 事業 としては,上 級技 術者 の育 成 を目的 と

して,昭 和43年 に旧JIPDECに 中 央研修 所 を開 設

し,第1期2コ ース40名,翌 年第2期,第3期 が

実施 され た。 そ して,(財)情 報 処理 研修 セ ン タ

ー(IIT)が 設 立 され た こ とに伴 い
,昭 和45年 度

よ り,シ ステム ・エ ンジニア,シ ニア ・プ ログラ

マ,管 理 者,イ ンス トラ クタ,シ ステ ム技法 の5

コ ー ス,7ク ラ ス,計140名 で再 ス ター トした。

以後5年 毎 にみ ると,50年 度 は,41コ ー ス,51ク

ラ ス,1,221名,55年 度 は,47コ ー ス,71ク ラ ス,

2,027名,60年 度 は45コ ー ス,68ク ラ ス,2,151名

と推移 し,昨 年61年 度 は,55コ ー ス,78ク ラ ス,

2,038名 と な って い る。設 立 以来 の研 修 生数 は

26,000名 を超 え,ま た講 師陣 は,大 学,コ ン ピュ

ー タメーカー
,ソ フ トウ ェア業,一 般企業等 の専 門

家 が200名/年 と数 多 く参画 して いる。

育 成指針 は,旧JIPDECに お い て,昭 和44年 度

上級 情報処理技 術者育成 指針 を完成 し,以 後45年

度 初 級情報処理 技術者育 成指針,47年 度 中級情 報

処理 技術者育成 指針へ と開発 を進 めて きた。 その

後,IITに お いて52,3年 度 に上級指 針 の全面改

訂,60年 度 に初 級指針 の全面改訂 を行 った。

本 年 度 か ら,IITを 中 央 情 報 教 育 研 究 所

(CAIT)に 改組 し,過20年 間の経験 を生 かし

ながら,高 度情報化社会が求める新 しい人材像の

明確化,育 成指針,教 育方法等の調査,研 究開発

に取 り組む とともに,専 修学校等における教員の

質的向上を図 るための情報処理技術 インス トラク

タの養成および新しい視点か らの各種の高度情報

処理技術者の養成を中心 として,時 代の要請に応

えた事業を積極的に展開す ることとしている。

情報処理技術者試験制度は昭和44年 に認定試験

として発足 し,昭 和45年 度か ら 「情報処理の促進

に関する法律(旧 情報処理振興事業協会等に関す

る法律)」 第6条 に基づ く試験 として実施 されて

きている。当初は第一種,第 二種の区分だけであ

ったが,昭 和46年 度か ら特種が追加 され,60年 度

から情報処理 システム監査技術者が追加 された。

当協会は発足当時よ り支援活動 を行ってきてお

り,昭 和59年 通商産業大臣の指定試験機関 として

指定 され,試 験事務を行っている。

応募者 も昭和44年 度 は4万2千 名であった もの

が,50年 度2万9千 名と一時下降したが,そ の後

55年 度6万9千 名,60年 度22万4千 名 と推移 し,

62年 度は39万2千 名となっている。

指定試験機関 となってか らの協会の事務体制整

備 として,従 来年1回(秋)の 実施であったのを,

応募者数の増加等を勘案 して昭和61年 度から年2

回実施す ることとし,第1回 は春に第2種 のみ,

第2回 は秋に全区分実施 している。また地方にお

ける応募者の増加に対応 して,従 来の通産局所在

地に加え,60年 度から千葉,習 志野,横 浜,長 野,

静岡,金 沢,京 都,熊 本を試験地として追加 し,

61年度から大分,新 潟,宇 都宮,前 橋 を,62年 度

か ら盛岡,水 戸,埼 ピ,八1子,福 井,神 戸,鹿

児島を追加してきた。今後 とも受験者の便宜を図

るため,試 験地の拡大を検討している。

↑



《第16回 情報化国際講演 ・討論会》

1990年 代の情報化 を考 える
情報技術の革新に伴 う産業構造の変化への対応

●情 報処 理 利 用技術 の革 新 と産 業界 への インパ ク ト/マ イレクJ.ス テ ィー ブンソン

● 情 報技 術 の新 局 面/ピ ー ターC.パ ッ トン

● 情報 化 の進 展 と将 来 の産 業構 造/天 谷直弘

● 情報 技術 の高 度利 用/ウ ィ リアムB.ス ミス

● わ が国情 報化 の進 むべ き道/唐 津 一

● パネルセ ッション 柳井久義/山 本 卓眞/J.ス チーブンソン/C.パ ットン/B.ス ミス

当財団では,10月8日,9日 の両 日,経 団連ホールにおいて,創 立20周 年記念情報化国際講演 ・討論会

を開催 しましたが,以 下は,そ の概要をとりまとめたものです。

麟 臓 朋 櫛 の鞠 ど醗 黙 紗・ンノ桝
○ ・ ㌍ 燕 イ剛 礁 鱗購 瞬 撒 シ綱 イェンス社鋤

アメ リカにおいて,情 報関連産業が1995年 まで

にGNPの 約7%を 占めるようにな り,ビ ジネス

の国際化 とも相 まって,こ れか らの10年 間 も高い

成長率が見込 まれる。

これまでは,生 産性の向上 ・処理の自動化が重

視 されてきたが,次 の段階ではコンピュータ通信

システムの利用を高度化 し,新 しいアプリケーシ

ョンを基に,他 社に対する優位性を獲得する方向

へ と進むだろう。

また,シ ステムやサービスの競争力の向上につ

いて,EDIの 利用が急速に進むだろう。すでに

製造面では70%ぐ らいが使 ってお り,今 後 も大手

企業の30%か ら40%ぐ らいが,主 に経済性を高め

るために使お うと答 えている。

また,情 報施設の利用は製造業では さらに高ま

り,ま た銀行業,保 険業等々について も波及 して

いくことになろう。

競争力を向上させ,優 位性 を保つためには,24

時間取引 といったような金融面での進歩 に伴って,

新たなマーケテ ィングアプローチの,あ るいは業

際間のいろいろな提携が必要 となろ う。例えば,

航空会社は,新 しいシステムを用いた,新 しいア一



一
ブローチを用いて エキスパ ー トシステム等 々を応

用 して いる。証券取 引所等 々 もエ キスパー トシス

テムの よ うな アプ リケー シ ョンを行 ってい る。 そ

れ によって他 に比べ てよ り優位性 を保 とうとい う

わ けだ。

比 較 優 位性 を保 つ とい う意 味 で は,コ ン ピ ュ

ータや通 信技術 の効 率的利用 として航空 会社 があ

る。 パ ッケ ージサー ビスを コン ピュー タや通信技

術 を使 って提供 す る こ とに よって,例 えばア メ リ

カ ンエ ア ライ ンが,イ ール ドマ ネ ジメ ン トを行 っ

て いる。また,い ろいろな パ ッケ ージ型 の ネ ッ トワ

ー クを持 って い る
。 また予約 システムを用 いて新

しい地域 への進 出を計画 してい るわけで ある。

新 しい技術 とい う意味 では,ワ ー クス テー シ ョ

ンの高度化 があ る。特 に,一 般 的 な ものか ら専 門

化へ と進ん でい る。 そ して,最 終的 には カス タム

化 が進 むであろ う。つ ま り,パ ーソナル化 が進 む

とい うこ とであ る。音声認識,モ ジ ュール化 とい

った技術 もます ます進 んで くるであろ う。

それか らニ ュース ピー クが ある。 ニ ュース ピー

クは,新 聞 の中か ら切 り抜 きのよ うな もの を集 め

て個 人 が利 用す るいわゆ る,パ ーソ ナル新聞 であ

る。90年 代 の終 わ りごろ には こうい った もの もあ

らわれて くるだ ろ う。それ か ら,1995年 ま で ワー

クステー シ ョンのマ ーケ ッ トも90%ぐ らいの飽和

状態が見 られ るであ ろ う。生 産性の向上,あ るい

は新 しいア ブ。リケー シ ョン,特 にアプ リケー シ ョ

ンの中 で もユ ーザに とって比 較優位 を もた らす よ

うなア プ リケー シ ョンが大 きな ポテ ンシャル を持

つ であろ う。

また,ニ ュー アプ リケー シ ョン としては,ワ イ

ヤ レスLANが 話 題 とな って いる。 この分野 では,

赤 外線 の技 術 は余 りよ くない。 む しろ無 線周波数

の もの,1,700か ら1,900ネ ガ ビッ トぐらいの もの

が将来脚 光 を浴 び るだ ろ う。

次 に,ア プ リケ ー シ ョンの 分野 につ い て は,

ISDNが ユ ーザ の間,特 に特 定の部 門 に浸透 して

い くだ ろ う。 た とえば銀 行,カ ス トマーサー ビス,

電 力,ガ ス,ト レーニ ング,コ ンサ ルテ ィング,

メ ンテナ ンス等 々,ま たOA,あ る いは デ ィス ク

・ツ ー ・デ ィス クの イ ンターア クシ ョン
,対 話型

の ものが必要 にな って くるだろ う。 これ らは,す

べて画像 グラフ ィックスを音声 や デー タ通信 と組

み合わせ ていか なければな らない。

また,対 話型 の コ ミュニケー シ ョンを ワークス

テーシ ョン間 で図 ってい く必要 が ある。例 えば,

医 療分 野 での アプ リケ ー シ ョンではX線 を使 った

画像処理 が必要 であ る。医師 と医師 との間の コン

サ ルテー シ ョンを行いつつ,心 電 図等 々 をや りと

りす るとい ったよ うな シス テム も考 えな けれ ばな

らない。

また,ス ーパー コン ダクター,い わゆ る超伝導

の分野 で あるが,こ れ は1960年 代 以来 の大発明 と

言 われてい る。 今後 は半導 体 に次 ぐ大 きな技術革

命 を もた らす であ ろ う。 この ため,液 体 窒素 が ま

す ます重 要 にな って くるで あろ う。特 に超伝導,

ス ーパ ー コン ピュー タの レベ ルにお いて,ETエ

イ トテ ン,こ れは既 に液体 窒素 の温度 で オペ レー

シ ョンが行 われてい る。 また,い ろいろな ポテ ン

シ ャルが含 まれてい る。例 えば,冷 蔵技 術 を使 っ

て デ ィス ク ドライ ブの性能性 もア ップす るで あろ

う し,そ の他 いろいろな ものが出て くるだ ろ う。

情報技術 の分野 において,私 共 は終 わ って い る

の を待 って いるわけに はいかない。企 業の方針 と

して,す べて が発 明 され,終 わ るまで手 をこまね

いてい るわ けにはいか ないわ けだ。我 々 は何 かが

起 こ り得 るはず だ とい う仮定 に基 づいて概念 的な

ア プ リケーシ ョン,あ るいは フ ロー ダイヤグ ラム一



的 なア プローチを他 に先 がけて出 していかな けれ

ばな らな い。

今後2年 間 こ うい ったこ とを心 がけてい くこ と

が 重要 であ ろ う。

情報処理の影響によって産業界の役割が変化

ユ ー ザ の 要・求
■

競争力をアップ

させる改 善案

一 技術とユーザが

産業界の変化を要求する

ユーザの問題解決

→ ●EDI
■CAD

■COMPUTER

TRAINING

↑

願嬢欄 ∴愚

//↑ ＼＼
VSATSPEECHEDIF/DVLSI

情報処理関連支出の伸び率が鈍化 (単位:10億 ドル)

1975 1985 1990 1995

ア メ リカGNP 1,549 3,906 5,727 8,309

情報処理関連支出合計 72.9 249.6 389.5 581.7

対GNP比 率(%) 4.7 6.4 6.8 7.0

年平均伸 び率(%)
一 13.1 9.3 8.4

情報処理関連支出の うちのハー ドウェア支出 23.1 89.9 134.5 184.9

年平均伸び率(%)
一 14.6 8.4 6.6一/



一
情報技術の新局面

ピー タ ーC.パ ッ トン(パ ッ トンアソシエーツ代表取締役)

情 報 化 時代 の到 来 によ って生 まれ るで あ ろ う

1990年 代 の ビジ ネス チ ャンス を情 報技術 の側面 か

らみた場 合,以 下の5つ の項 目が重要 課題 として

挙 げ られ る。

(1)コ ン ピ ュー タの新 しいアーキ テ クチ ャ

(2)並列 処理 プ ログラ ミン グ

(3)ア ブ。リケー シ ョンジ ェネ レ一夕

〈4)AI技術 の統 合

{5)高性 能 コン ピュータ

コン ピュータアーキ テ クチ ャの主要技術 と して

大 きな ポイ ン トとな るの は並列 処理 で ある。つ ま

り並 列処理 こそ,現 在 の コン ピ ュー タを制 約 して

いる種 々の問題 の解決 策 にな るだ ろ う。現 在 ア メ

リカで は,20社 以 上 が並 列処 理のコンピュータを製造

して お り,ビ ジ ネス分 野 で も重 要性 を増 してい る。

並列処理 プログラ ミングの技術 的課 題 は,並 列

処理 の採用 によ って生 まれ た ものであ る。並列処

理に適 合す る新 しい言語 が開発 されてい くが,少

な くと も今後5年 間 はFORTRANを 拡 張 した も

のであろ う。 また従来 の言 語 を並 列処 理 に最適 な

オ ブジェク トコー ドに翻訳 す るコ ンパ イラにつ い

て も関心 が高 い。

ハー ドウ ェアのパ フ ォーマ ンスが1955年 を1と

した場合,1985年 は100万 で あ るが,プ ログラマ

の生産 性 は1か ら始 まって3.6で あ る。1990年 に

は ハ ー ドウ エ ア の パ フ ォー マ ン ス は1955年 の

1,000万 倍 と考 え られ るが,ハ ー ドウエ アの進歩

に較べ て プログ ラマの生産性 は非常 に小 さい。従

って,ソ フ トウェアツ ール としての ア プ リケー シ

ョン ジェネレー タは非常 に魅力 的 な新 しい技術 で

ある。 プログラムを習 う必要 のな いエ ン ドユ ーザ

によるア プ リケー シ ョンジ ェネレー タの使 用 とい

う市場 の魅 力 は大 きい。

AIと い うの は,ス タ ン ドア ロー ンな ア プ リケ

ーシ ョンにつ いて非常 に重要 で ある。 医療 の分野,

投 資顧 問の分野,教 育 コ ンサル テ ィングとい う部

門で果 たす役割 は大 きい。 しか し,今 後 は種 々の

エ キスパ ー トシス テムを統 合 した複雑 な大型 シス

テムが開発 されよ う。

スーパ ーコン ピ ュー タの ビジネス用 アプ リケー

シ ョンの 開発 には,コ ンカ レン トのC言 語 が重 要

な もの に な る。 特 化 され たDBMSが,1990年 ま

で にスーパ ーコ ンピ ュー タの需要 を喚起す る。 ス

ーパ ー コン ピュー タの ア プ リケー シ ョンジ ェネレ

ータが今 後3--5年 の 間 にスペ シ ャ リス トプ ログ

ラマの不 足 を解決 す る。

1955年 を1と した比 較
一

年 1955 1965 1975 1985・

コン ピュータ業 界の成長
一

1 20 80 320

性 能/コ ス ト(ハ ー ドウ ェア)
一

1 100 10,000 1,000,000

プ ロ グ ラマの生産 性
一

1 2.0 2.7 3.6

㎜



情報化の進展と将来の産業構造
天 谷 直 弘(㈱ 電通総研所長)

情報化,す なわち情報用のハー ド技術の革命的

進歩は以下のことを もたらす。

(D作 業機械の情報化

単純労働はロボットやオートメ機械 に置 きかえ

られ,最 適制御が行われるため原材料やエネルギ

ー0)無駄遣いが少なくなる。重厚長大産業は生産

性が著しく向 上し過剰生産 とな り構造不況にお ち

いる。産 業構造の変化が起 きるのは明らかである。

②情報生産性の向上

経営者の情報能力が増大すれば,種 々の経営活

動が可能になる。企業の業態が広が り,も はや一

つの企業を何々業と一つの業種で定義づけること

はできない。産業構造の変化を促進す るのは明 ら

かである。

㈲労働形態の変化

ブルーカラーが減少 し,ゴ ール ドカラーとピン

クカラーが増える。 ゴール ドカラーとは技術者,

研究者,経 営者のように知的労働に携わる人であ

り,ピ ンクカラーとは芸術家,歌 手,ホ ステス等

である。拘束労働が減少 し自由時間が増 えれば人

間は当然完成の満足を求めることになるが,こ れ

は主として人間労働に依存 し,そ の完成的な労働

の担い手がピンクカラーである。

(4)情報の所有と利用の民主化

政府 とか大企業 に集中 していた情報が,パ ソコ

ンの普及 によりデータベースに誰でもアクセスで

きるようになれば,そ れは情報へのアクセスと利

用 と民主化が進むということであ り,自 動車や家

電製品の普及が人間生活 を変えたように,人 間の

生活形態,労 働形態を大幅に変 えるであろう。

(5)価値の変化

社会的富の生産の増大,自 由時間の増大により,

当然価値観の変化が起 こる。食べること,金 もう

けをす ることという価値 を越 えたもう少 し高級な

価値を持たなければな らない。価値の革命を起 こ

さなければならない。

情報化の進展が古い社会的なソフトの間で多 く

の ミスマッチングを起 こしている。

(a}ニュー トンがぼんや りとリンゴの木をながめて

いる。二宮金次郎的勤労観念でい うと,こ のニュ

ー トンは遊んでいることになるが,知 的労働 とい

う角度か ら見れば,ニ ュー トンは万有引力の大法

則 を考えているのであるか ら大変働いているとい

うことになる。今後はニュー トン的労働が増 えざ

るを得ないのであるか ら,自 由な時間の生産性,

創造性を高めるように考 え方 を切 り換 えなければ

いけない。

(b)非拘束時間の過 ごし方が重要であるにもかかわ

らず,土 地制度 というソフ トウエアが良 くないた

め,現 実には家を買 うため必死に働 き貯蓄 し,そ

の結果休みの日はテレビを見てゴロ寝 している状

況である。会社の働かせ方に も問題がある。

(c先 進国に追いつ き追いこせ という時代であれば

ロボット人間を作 り出す教育で良かったのである

が,時 代は変わって豊かになり価値 というものを

考 えなければならない時代になった。自分で創造

的に物を考 えようとしない人間を創 りだしている

今の教育は,時 代の要請 と大 きな ミスマ ッチ ング

を起こしている。

(d)省庁,族 議員,業 界とが癒着 し業省族複合体 を一
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作 りあげ既得権を擁護 しているために行政が硬直

化 している。本来ならば行政が新しい社会的ソフ

トウエアを開発 しなければならない。

現在世界的に新 しい技術と文明の挑戦を受 けて

いる。これは個人だけでな く企業 も国家 もそ うで

情報技術の高度利用

ある。 こういう挑戦にどのよ うにこたえてい くか

が,こ れか らの我 々の大きな課題である。産業構

造というよ りも日本全体の構造改革が本当に必要

である。部分的な手直 しでは大きな時代の変革を

乗 り切るのは困難である。

ウィ リア ムB.ス ミス(AT&Tベ ル研究所 ネットワーク技術部担当)

情 報技術 の分野,AT&Tの 長 距 離 ネ ッ トワー

クにお ける進 歩の ス ピー ドは ごく最近 まで予測 で

きない ものであ った。1984年 の 自由化以来競争 と

い う圧 力 によって デ ィジ タル化が推進 され てい る。

現在,交 換網 を介 した トラフ ィックの大部分 はデ

ィジタル化 が進 み,1992年 に はほ とん どが デ ィジ

タル化 が完了す る予定 で あ る。 これ は,通 信 ネ ッ

トワー クにお いて重要な意味 を持 つ だけでな く,

デ ー タ処理部 門 に対 して も大 きな波及効果 が ある。

柔軟性 のあ るネ ッ トワー ク ・マ ネジメン ト・コン

トロール,エ ンジニ ア リング,プ ロフ ェッシ ョニ

ン グの アプ リケー シ ョン システム等,ま た,イ ン

テ リジェンスを持 つ ネ ッ トワー クの到 来 によって

ネ ッ トワークは ロ ックが少 な くなってお り,低 コ

ス トで効率 性 が高 く柔軟性 のあ る ものにな って い

る。廉価 で,し か も品質の高 い56キ ロビッ ト,64

キ ロ ビッ トの通信 サー ビスが可 能 になってい る。

このサ ー ビスは既 に専 用線 では提供 され てい るが,

1990年 に は アメ リカ国内で可能 にな り,同 時 にア

メ リカ と日本 の間 で も可 能 にな るだ ろ う。 この よ

うな能 力 をベー ス としたア プ リケー シ ョンは中容

量,中 速 度 のデ ータ通信 に用 い られ,1990年 代 の

イ ンテ リジ ェ ン トネ ッ トワー ク像

顧 客

デ ー タ ベ ー ス

顧客管理

⑳

サ ー ビ ス

ノ ー ド

デ ジ タ ル 交 換

A市

音 声「専 用 ネ ッ トワ ー ク

専 用 デ ジ タ ル 回 線

パ ケ ッ トネ ッ トワ ー ク

サ ー ビ ス

ノ ー ド

B|ii

⑳

～A
s、

一



情 報化時代 におけ る トラフ ィックの大部 分 を占め

るであ ろ う。LANの 相 互接 続性,テ レ ビ会 議等

の分野 において も進歩 が 見 られ るで あろ う。 マ ル

チポイ ン ト,ト ラフ ィック等 において も大 きな進

展 が見 られ るだろ う。

ネ ットワー クの柔軟性 によ り公衆 ・専 用線 の音

声,通 信の ネッ トワー クを可能 に し,コ ス トは現

在の 専用線 よ りもはるかに下回 るであ ろ う。 品質

も高 く信頼 性 も高 い もの にな る。
む

情報化 時代 の インフラス トラクチ ャは,コ ン ピ

ュー タ並 びに電気 通信 の双方 の視点 に立 った場合,

以 下 の ことが考 え られ る。

端末機 の開発 も進 ん でい るが,現 在 問題 とな っ

て い るの は,こ の業界 とアプ リケー シ ョン分野 の

業 界 とのパ ー トナー シップが重要 であ る とい うこ

とで ある。 ソフ トウエ アの生産性 を向上 させ るこ

とが重要 であ る。 これが で きるかで きないか が情

報化時代 のサ ー ビスの導入 の速 度 を決定 す るフ ァ

ク ター とな る。 この よ うなパ ー トナー シ ップをつ

くることが で きるか ど うか とい うことが,こ れか

らの経 営の方針 を変 えてい くもの と考 え られ る。

わが国情報化社会亘〉進 むべき道,.、 。
唐 津.、 、・亘 鷹 騨)

技術 の進歩 が新 しい需要 を生み市場 を形成す る。

また,コ ン ピュータが制御 システムに組み こまれ

る ことによって従来 の機械 が全 く新 しい概念 の も

とに生 まれ変 わ る。AIな どの開 発 も進 み,ツ ー

ル としての コン ピュー タは新 しい世界 を拓 く。

インフ ォメー シ ョンテ クノロジーが社会 を変 え

るのは確か であ る。将来 の見通 しにつ いて,以 下

の4つ の要素 を考 える ことを提案す る。

〔1)技術 の進 歩

これ には無限 の可能性 があ る。重要 な ことは,

今 までの イ ンフ ォメー シ ョンテ クノロジーで はで

きなか った こ とが可能 にな る とい うこ とであ る。

それ が会社 な り社会 に入 った らど うなるかにつ き,

テ ク ノロジーの立 場か らの基 礎的 な知識 が重要 と

な る。

②社会環 境

日本 の社会環境 の変化 に対 しどのよ うにイ ンフ

ォメ ーシ ョンテクノ ロジー を組 み合わせれ ばよ い

か とい う研究 が現在極 めて不足 してい る。技術 的

には可能であるサービスでどのような ものが求め

られているかを研究する必要 がある。AIが 発達

す ると個人教育,個 別教育ができるよ うになる。

これは人間性の復活であるがそのための準備がで

きていない。

(3)法律

法律は社会の枠組みを決めるものであ り,社 会

の枠を変 えると中にいる人間の動 き方 も変 わる。

新 しい情報技術 を受けいれる社会をどうしたらい

いか ということについて,民 間か らも率直な意見

を出 して,政 府,民 間おたがいに研究する必要が

ある。

④国際化

日本の国土は世界の0.3%で あ り,無 視できる

ほど小 さいが,そ のGNPは 世界の11%を 占める。

我々の行動はいやおうな く世界に影響 を与えるよ

うになったのであり,外 国の文化,物 の考 え方な

どを理解 し,国 際的な対応を図 らなければな らな

い。一/
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●パネル セッション●

情報化の進展 と新産業の興隆
柳 井久 義(芝 浦工大学長)/山 本 卓 眞 信 士通㈱社長)/M.J.ス テ ィーブンソン/P.C.パ ットン

W.8ス ミス/横 山太蔵(当 協会■務理事 ・コーディネータ)

柳井:情 報技術,エ レ ク トロニ クス技術 とい うの

は多様 な応 用性,可 能 性 を秘 めて いるが,現 在 の

ところ シーズオ リエ ンテ ッ ドな面が 多過 ぎる。原

理,現 象,機 械 の方 が先 にあって これ をいか に利

用す るか とい う形 で考 え られが ちで ある。 どの よ

うな シス テムが要求 されて いるのか,そ のため に

はどのよ うな デバ イスが必要 か とい う情報 が シス

テム専 門家 か らデバ イス専門 に対 し,出 て くれ ば

よいの だ が,そ れ が不足 して い る。現 在 はIC,

LSI,VLSIな どの発達 によ りデバ イス その もの

が システ ムにな るので あるか らなお さ らであ る。

使 い易 さとか安全性,信 頼性等,人 間 との関 係 に

つ いて 見直 す時期 に来 てい る。

山本:現 在企 業 は一通 りの情報装備 を終 わって次

に何 を目指 すかの時期 に きてい る。その一つ は イ

ンテグ レー シ ョンであ り,銀 行 の第3次 オン ライ

ン化 もその例 で あ る。製 造業 ではCIM(Comput-

erIntegratedManufacturi㎎)と い う言 葉 が あ

る。 あ と一 つ はAI(Artificiallntelligence)の

導 入で あ り,単 な るイ ンテグ レーシ ョンではな く,

レ ベル を上 げて他社 との差別化 を進 めよ うとす る

もので ある。 ソフ トウエ アの生産 も現在以上 に重

要な問題 とな る。 ソフ トウエ ア クライシスは巨大

システ ム との挑 戦の時代 だ と も言 える。単 に生産

性 とい う次元 を超 えて 巨大 ソフ トウエ ア開発 のマ

ネジメン トをいか にや るべ きか とい う大 きな問題

に直面 して あ る。 ソフ トウエアの巨大な バ ックロ

グの問題 にいかに答 え るか とい うのが我 々メー カ

ーの課 題で あ る
。一

パ ッ トン:ソ フ トウエ ア クライシスを解決 す る も

の として,ア プ リケー シ ョンジ ェネレー タがあ る

が,ア プ リケ ーシ ョンジェネ レー タは4つ の分 野

で開発 され る。1つ はパ ソコン用 であ り,プ ログ

ラマの絶 対数 の不足 のためで ある。第2の 分野 は

高速 の コンピ ュー タ用の ものであ り,手 作 業の フ。

ログラ ミングが間 にあわ ないためで ある。 第3の

分 野 はア プ リケー シ ョンの バ ックログ用 であ り,

補 助 的な ア プ リケー シ ョン分野 であ る。第4は 特

殊 な知 識 が必 要な並列 プロセ ッサ,ベ ク トル プロ

セ ッサの分野 であ る。

ステ ィーブ ンソ ン:ISDNの ハ ー ドウ エアは既 に

出来上 が って い るが,ア プ リケー シ ョンが成熟 し

て いない。最 も良 い アブ。リケ ーシ ョンとは音声 と

文書,イ メージ,全 て を統合 させ た もので あ り,

そ れ が出来な いので あれ ば ダイヤルネ ッ トワー ク

と変 わ りがな い。 しか し,ISDNは イ ンフ ラス ト

ラクチ ャに対 し徐 々に導入 され るべ きであ り,ア

プ リケ ー シ ョンは,初 め は業界別 に効果的 に開発

されな けれ ばな らない。結 局 は,ユ ーザが要求 し

てい るア プ リケ ー シ ョン こそがISDNを 最 も有効

に活用 で きる ことになるので ある。

ス ミス:ISDNに 対 す るニ ーズが高 ま ると思 われ

るが,ユ ーザ の ほ とん ど大部 分 はPBXの か わ り

にセ ン トレ ックスを使 お うとす る傾向 があ る。 と

い うの は,セ ン トレ ックスにISDN対 応 型の もの

が あるか らで ある。

(注)CENTREXcentralizedPBXservice
セントレノクス方式 大都市のピル過密地域で行われている電話サ
ービスで,同 一ピル内または隣接ビル内にある多数のPBXを 集中
して一つの交換機にまとめ,かつ,ダ イヤルイン機能を付与したよ
うな電話サービスで,PBXの 場合と異なり,個々の内線が加入単

位となったビル電話。
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〔活動報告〕

OSIユ ーザ懇談会 の活動

1.OSIユ ーザ懇談会発足の経緯

産業情報化推進センターでは,産 業界における

情報,通 信システムの高度化 を図るため先進ユー

ザからなる 「情報 ・通信ユーザ懇談会」 を設置 し,

ユーザ側の 立場か らの諸問題について抽出 ・検討

を行 うとともに,コ ンピュータ産業,ソ フトウェ

ア産業 との意見交換の場を設け,具 体的な解決の

方向,方 策 などを検討 している。この懇談会にお

いて,「OSIに 関する情報 ・通信 ユーザ懇談会の

提 言」(資 料1参 照)が 昨年の11月 に提出された。

この提言に基づいて,今 年の4月 に 「OSIユ ーザ

懇談会」を発足 させ,第1回 の全体会合が4月14

日に開催 された。

OSIユ ーザ懇談会は,日 本の産業界を代表する

企業や官公庁,組 合,団 体等 に至るまでの多彩な

企業99社(参 加企業名簿は,資 料2を 参照)で 構

成 されてお り,さ らに参加 メンバーより主要業種

を代表する形で14社(資 料3を 参照)を 幹事会社

に選定 し,懇 談会の活動内容について具体的な企

画 ・検討を行 うこととし,第1回 の幹事会が,7

月27日 に開催 された。また,同 幹事会のメンバー

は,製 品 ・技術の開発サイ ドとユーザサイ ドとの

緊密な連携を図るため,情 報処理相互運用技術協

会(INTAP)の ユーザ諮問委員会 メンバーを同

時に兼ねてお り,双 方で取 り組むべき問題の切 り

分けや意見,要 望等の疎通を図ることとしている。

さらにユーザ側のOSI製 品や技術の内容につい

ての実際的な検討については,同 幹事企業 を中心

にOSIユ ーザ懇談会参加 メンバーの希望を優先 さ

せたWG(技 術WGと 調査WG)を 別途設置 し,

実務者 による具体的な調査 ・検討等 を行 うことと

している。

各WGと も10名程度の人数で構成 され,月1～

2回 程度開催する予定 である。

各WGの 性格は,次 の とおりである。

(1肢術WG

技術WGは,個 々のOSI製 品や技術の内容の検

討 も行 うが,む しろ過 日作成 したOSIQ&Aの

ような,ユ ーザ ・システム構築時の製品導入や,

業務処理 レベルから見た製品機能,メ ーカー ・サ

ポー ト等の問題検討に重点 を置 くこととしている。

つま り,OSI製 品を使 う場合,ユ ーザとして検

証 しておかねばならない こと,又 実際に業務を行

う場合に必要な機能等についてメーカー側の情報

提供 を適切に誘導 し,同 時に,意 見交換 によりユ

ーザ ・サイ ドのニーズをメーカー側にフィー ドバ

ックする役割 を担 っている。

②調査WG

調査WGの 位置づけは,OSIを 中心に広 く相互

接続 を円滑に進 めるための方策,特 にユーザ ・サ

イ ドで行 うべ き方向や内容について海外等の動向

(資料4参 照)や メーカー ・ニーズなどを踏 まえ

て先行的に調査研究することとしている。

従ってOSIユ ーザ懇談会の今後の活動方向の一

部 について重要 な情報整備を図る役割を担ってい

る。

婁廷㊨Slユ ーザ懇談会の 目的

情報 ・通信 システムの多様化 ・高度化が急速に一/



進展 す る現 在,各 種機器 ・システ ムの 自由な相 互

接 続 を図 る上 で,OSIの 推 進 はユ ーザに とって 大

きな期待 を寄せ る ものであ るが,同 時 にその標準

化 ・製品化 にお いて,い か にユーザの現実 の業務

に マ ッチ した ものにな るかが重要 な問題 であ る。

この ため,情 報 ・通信 ユ ーザ懇談 会の提 言 に沿

い,広 汎 な ユーザか らなる懇談会 を組織 し,OSI

に つ いての理解 を深 め ると ともに,ユ ーザの意 見

・要望 をメーカーの標 準化作業 等 に反映 させ るた

め,OSIの 機 能 ・性 能等 について の具体的 リクワ

イヤメ ン トをと りま とめ るな ど,ユ ーザが主体的

な役割 を果 たす ことによ りOSIの 一 層 の推進 を図

る必要 があ る。

その ため,次 の よ うな事項 につ いて研究活動 を

行 うこ ととして いる。

① ユ ーザの情 報 システ ム高度化 とネ ッ トワー ク社

会形 成 の基盤 で あ るOSIに 関 し,ユ ーザ として必

要 な知識,情 報 を吸収 し,ユ ーザの 日常業務 に役

立 て るこ と。

②進 ん でOSIの 標 準化,製 品化 に関す る研 究 を行

い,ユ ーザ 自 ら,OSIの 進 め方 に関す る考 え方 を

確立 す るこ と。

③ メー カー ・サ イ ドでOSIを 推 進 して いる関係団

体 との意 見交換 な どを通 じ,ユ ーザ,メ ー カー相

互 の利益 の ためのOSIに 関 す る協 調的推進体制 を

築 くこ と。

3`vllOSIユ ーザ 懇談 会の 活 動 内容

第1回 のOSIユ ーザ懇談会幹事会において決定

された活動計画に基づいて,次 のような事項 を実

施した。

①啓蒙誌の作成

一般ユーザのOSIに 関する理解を深め させ ると

ともに,現 状で抱いている各種の疑問,不 明点 を

明 らか にす るため,懇 談 会 メンバ ーの意 見等 を整

理 し,メ ーカー,関 連機 関等 よ り必 要な情報 の開

示 を求 め,こ れ をユ ーザ ・サ イ ドに 立った啓蒙 誌

「ユ ーザの ためのOSIQ&A」 と して と りま と

め発行 した。

② シンポジ ウムの開催

産 業界 におけ る先進的 ネ ッ トワー ク化へ の取 り

組 み,特 に異機 種/異 業種接 続 を念頭 に置 いた動

向 とOSIを 対応 させ た形 での シンポジ ウムを9月

28日,29日 の 両 日,日 経 ホールで開催 した。

(参 加応 募約2,000名 テ ーマ:情 報通信 シス テ

ムの新 たな る展開一 ネ ッ トワー ク戦略 とOSIの イ

ンパ ク トー)

ま た,OSIユ ー ザ懇談会 の今後の活動 につ いて

は,OSIユ ー ザ懇談会 幹事会 が さる10月21日 に 開

催 され,次 の よ うな活動方針 が決定 され た。

・ユーザ側 として具体的 な検 討 に着 手し,リ クワ

イヤ メン ト等 を と りま とめ るには,現 状 では まだ

詳細 な情 報 が不足 してお り,か つ,こ れ らに流 動

的 な 面 もある。

・従 って,こ こ半年 ～1年 程 は以 下のよ うなOSI

に関 す るス タデ ィ(勉 強)を,多 くのユ ーザ実 務

者参加 の もと実施 すべ きと考 え られ る。

・また ,こ れ と並 行 して業務 処理 サ イ ドに立 った

ユ ーザ として の標 準化等へ の取組 みのあ り方 につ

いて も事 前調査 を開始す る。

(1)製品 化動 向等 のス タデ ィ

OSIの 現 状 を正 し く把握 す る とともに個 々の サ

ー ビス機 能等(ex ,FTAM,MOTISな ど)に っ

いて理解 を深 めるため,メ ー カー等の協 力 を得 て

2か 月 に1回 程 度の セ ミナ ーを実施 す る。(1社

複数 名参加 可能)

そ の際OSIの 動 向 を踏 まえて タイム リーな テー

マを選定 す る とと もに,そ の 内容 につ いて はOSI一



製品 を利 用す る 立場 か らの もの になるよ う(ex,

OSI製 品 と現状製 品 との差 異,移 行 上の ユーザ対

応等)に 留 意す る。

このため,懇 談 会 メンバー企 業の実務 者 によ る

技術WGを 別途 設置 し,当 該 セ ミナ ーにおいて,

ユ ーザ と して確認 すべ き事項,内 容 ・意見等 を検

討 し,統 一一を図 るほか,更 に必要 に応 じて詳細 な

部分 につ いて は メーカー側 等 との意 見交換 の場 を

設 け,ユ ーザ として必要 な技術情報 等の整備 を図

る。

(2)調査 ス タデ ィ

メーカ ー側 のOSI対 応 とは別 にユーザ側 で もシ

ス テムニーズや業務 ニ ーズに基 づい た相互 接続,

シ ステム統 合化 のための標準 化が国際 的に進 め ら

れて い る。

例 えば,TOP/MAPは ユ ーザ側か らのOSIサ

ブ セ ッ トであ り,今 年DISに な ったEDI(Elect-

ronicDataIntercha㎎e)は 主 と して物 流情報 ネ

ッ トワー クに必要 な国際的 な業務標準 で ある。

この よ うな動 きを調査 し,欧 ・米 とは異 な る日

本 の企業環境へ の適用 の可 能性 ・ユーザ と しての

対応 の方 向を懇談会 メンバ ー企業 の実 務者 を中心

とす る調査WGを 設置 してス タデ ィす る。

(3淀 期刊 行物 の発行

OSIユ ー ザ懇談会 メ ンバ ーを中心 とした情報 ・

通信 ユ ーザが,OSIに 関 す る動 向等 を的確 に把握

で きるよ う,産 業界 にお ける ネッ トワー ク動 向や

内外の コ ンピュー タ ・メーカーの製品 ・技術 に関

す る最新情 報,OSI関 係 機関 の活動状 況,ト ヒoッ

クな どを と りま とめ定 期的 に発行す る。

名 称:GAIN(TheGatheringlnformationon

OSI)(仮 称)

体 裁:A4版6page～8page毎 号 フ ァイル し

保 存 で きるよ うな形 とす る。

発行:今 年12月 中旬 創刊 を目処 に作業 を進 め,2

か 月(隔 月)に1回 発行 〔800部 〕OSIユ

ーザ懇談 会 メ ンバ ーに は希望 す る部署毎 に

複数部送 付可能

掲載 内容:

・ネッ トワー ク/OSI関 連 ニ ュース(解 説)

・OSI製 品 ・技術紹介 コーナ ー(1号 あ た り メ

ー カー4～5社)

・POSI/INTAPコ ー ナ ー(活 動状 況 な ど)

・連載(ex,OSI豆 辞 典/標 準 化前 線/MAP/

TOPの 知 識 な ど)

・会 員サ ロン

・OSIユ ー ザ懇 談会 だよ り(報 告 ,お 知 らせ)

資料1

OSIに 関 す る情 報 ・通 信ユ ーザ懇 談会 提 言

1.OSIに 対するユーザの期待

現在,我 が国の情報化 は,企 業内の閉 じた情報

システムの枠 を乗 り越 え,異 業種 を含めた企業間

ネットワークを通 じて高度なコンビ。ユ一夕利用を

行 う時代へ と進みつつある。

しかしながら,異 なるメーカー間,異 なる機種

間の接続は,必 ず しも容易ではなく,ユ ーザ側が

多大な労力 と費用を投入 して実現 しているのが現

状であ り,こ のよ うな情報システム間のインター

オペラビリテ ィの欠如に対 しユーザは重大な危機

感を抱いている。

我々は,い かなる情報システムであっても自由

に接続でき,か つそれが公開 されたインターフェ
ースによって実現 されることが不可欠であると考

えている。

現在,通 産省及びコンピュータメーカーにおい

て,積 極的にOSIを 推進する活動が行われている。

当懇談会 としては,昨 年来 このようなOSI推 進の

動 きを注視 し,ユ ーザとしての対応のあり方 を議

論 してきたところであるが,今 般OSIに つ きユー

ザとして も積極的に支持すべ きものであるとの結一



論 に達 した。す なわ ち,OSIは,

(1吟 後 のネ ッ トワー ク化社会形成 の ための基 盤 で

あ り,

(2)ま た,ユ ーザ システ ムを高度化 してい くた めの

基盤で あ るとと もに,

(3)ベ ン ダー間の適正 な競 争 を促進 し,ひ いて は低

廉 かつ良質 な情報処理 リソースの供 給 を もた らす,

との意義 を もつ もの と考 える。 かか る視点 か ら,

OSIの 推 進 は,コ ンピ ュー タユ ーザに とって 共通

の利益 を もた らすべ き もの と して大 きな期待 を抱

いて い る。

2.ユ ーザ とメー カー連 携の視点

一方 ,OSIに つ いて は,単 な る ドキ ュメ ン トの

レベルで とどまってい るので は意 味が な く,ユ ー

ザの ニー ズに沿 って現実 に製品化 され,我 々ユ ー

ザ が広 くOSI製 品 を採 用す るとい う状 況 を創 出す

るこ とが緊急の課題 であ る。

この ため には現在,政 府 とメー カーにおいて進

め られ てい る作業 が,ユ ーザ側 に も十分 な レベル

で開か れた もの とな り,ユ ーザ とメーカーが連 携

してOSIの 推 進 に取 り組 む必要 があ ると考 え る。

具体 的に は,

(1}ユ ー ザ として,OSIを め ぐる世界0)動 向等OSI

に関 す る理解 を深 め,OSI製 品 開発等 について の

具体 的ニ ーズを明 らか に し,

(2)これ をメーカー に伝 え ることによ って,製 品化

の 際にユ ーザのニ ーズを反 映 し,

(3)ユ ーザ の立場か らOSI推 進 の動 きを支援 す る活

動 を行 う,

との体 制 を構築 し,ユ ーザ とメーカーがそれ ぞれ

の立場 か ら協調 し,共 通 の 目的 のための連携 を深

めて行 くべ きと考 える。

3.今 後 の活動

以 上の基本 的考 え方 の もと,情 報 ・通 信 ユーザ

懇談会 は今後 と もOSIの 推 進 に向 けて の検討 を進

めてい くが,当 面次の活動 を行 うよ う提言す る。

(1)OSIに つ いて広 範な ユーザか らな る研 究の実施 。

(2)ユ ー ザ とPOSI(OSI推 進 協 議 会),INTAP

(情報 処理相 互運用技 術協 会)等OSIに 関 係す る

諸団体 との間 の連 携体制 の確立。

昭和61年11月20日

情 報 ・通信 ユ ーザ懇談 会

座長 伊藤 正 雄

資料2

懇 談 会 参 加 企 業 名 簿(五+音 順)

(官公庁,組 合,団 体等)

全国農業共同組合連合会,総 務庁,東 京都庁,日 本科学技

術情報センター

(保険)

大正海上火災保険㈱,東 京海上火災保険㈱,安 田火災海上

保険㈱,㈹ 日本損害保険協会

(証券)

㈱ 日興システムセンター,野 村コンピュータ・システム㈱,

山一証券㈱,和 光証券㈱

(商業)

伊藤忠商事㈱,キ ヤノン販売㈱,住 友商事㈱,ト ーメン情

報システムズ㈱,㈱ 東急百貨店,ニ チメン㈱,日 商岩井㈱,

丸紅㈱,三 井物産㈱,三 菱商事㈱

(電力・ガス)

オージー情報システム㈱,関 西電力㈱,中 部電力㈱,電 源

開発㈱,東 京ガス㈱,東 京電力㈱

(鉄鋼・非鉄金属)

川崎製鉄㈱,㈱ 神戸製鋼所,新 日本製鐵㈱,住 友金属工業

㈱,住 友電気工業㈱,タ ッタ電線㈱,日 本鋼管㈱,日 立電

線㈱,古 河電気工業㈱

(自動車)

トヨタ自動車㈱,日 産自動車㈱,マ ツダ㈱

(建設)

㈱ 大林組,鹿 島建設㈱,清 水建設㈱,大 成建設㈱

(印刷,出 版)

㈱ 朝日新聞社,㈱ 日本経済新聞社,㈱ 学習研究社,大 日本

印刷㈱,凸 版印刷㈱

(電気機器)

ソニー㈱,松 下電器産業㈱

(金融)

興銀情報開発センター,住 友銀行

(化学工業)

旭化成Ll業 ㈱,出 光石油化学㈱,住 友化学1:業 ㈱,昭 和電1:

㈱,新 大協和石油化学㈱,新 日鐵化学㈱,東 燃石油化学㈱,

東亜燃料工業㈱,日 本合成ゴム㈱,日 本石油化学㈱,三 井

石油化学工業㈱,三 井東圧化学㈱,三 菱化成工業㈱

(運輸)

近鉄航空貨物㈱,日 本航空㈱,セ イノー情報サービス,東

日本旅客鉄道㈱

(情報処理サービス)

㈱ アイネス,㈱ インテック,㈱ エービーシー,㈱ エヌケー

ビーコンピュ一夕サービス,沖 ソフトウェア㈱,共 同

VAN㈱,㈱ 群馬電子計算センター,㈱ コンピュータアプ

●



資 料3幹 事=委 員(順 不 同、敬称 略)

瞼融)・住熾 打緒 管網;ン ステム開発室報

(保険1・東京海E火 災保険㈱取締役情報システム部部長

(勝)・野村 ンヒゴ クシステム㈱システム監解 次長

(商社)・1繊忠商糊 精報システム部次長

リ ケ ー シ ョ ン ズ,㈱ 構 造 計 画 研 究 所,㈱CSK,シ ス テ ム

.1:学 ㈱,鉄 道 情 報 シ ス テ ム㈱,セ コ ム ・ソ フ トウ ェ ア ㈱,
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日 、γソ フ トウ エ アエ ンジ ニ ア リング㈱,富.七 通 エ フ・ア イ・

ピ ー㈱,㈱ .芙蓉 情 報 セ ン タ ー,㈱ メ デ ィア リサ ー チ,㈱ 横

浜 電 算
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(電力,ガ ス)◆東京電力㈱情報システム部 システム開発室長 青木

(VAN)・ ㈱インテック通信事業本部通信技術部長 鈴木
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浩

嚢

徹

次

俊

男

郎

國
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富
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(自動車)・日産 自動車㈱情報システム部部長

(化学E業)・.三菱化成工業㈱情報システム部部長

(運輸)・日本航空㈱情報システム本部企画部次長

(建設)・大成建設㈱情報 システム部計画室長

吉沢

lllta彬

安達 寛
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渡辺 偉雄

足立 三義
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製品化r想 FTAM.MOTIS

国際標準規格'【S'と 実 装 TP、RDA、ODAetc

規約(暫 定版)

(1ル"IAM(フ ァ イル転 送} (6月)ノ12月

②MOTIS(メ ッセ ージ通信) 〔6月)(>5月

③ ジ ・プ転送 ○

④OSI仮 想端末
・⑤RDA(分 散デ ータベ ース) (9月)○
⑥ トランザ クン ヨン処理

⑦ ネ。 トワーク管理

(検 討中)○

(9月)○ ○

⑧ODA/ODIF(支 持1本系 ・交換様式) (9∫|)01∫|

⑨ ア ドレス体系 (9月)()

③Φネー ミング(名 移卜)体系 (3月).○

⑪ ト位層(広域網) (9月)

(リ ト位層 〔LAN) (9月)

⑬ デ ィレク トリ管理 (9月}○

実装規約 とデモ,ン ステ ム

① ドrAM接 続実験(POSI) ⑧9月

⑧ バケ ッ ト交換網(X.25)LANを 用いて

(2)モ デ ル シ ス テ ム に よ る実lilF (暫定版)11月 くFTAM.MOTIS,RDA,ODA/ODIFの 接続実験)
パ 修 正

評価(INTAP} 人〉 ○
(正式版公開)③実装規約とのr矧系

△USGOSIP(ド ラフ ト}△MAPV.3.0

④海外(実 装規約} △UKGOSIP(ド ラフ ト)△TOPV.3.〔}

△GUSVO3

〔デモ/シ ステム) ⑭ENE(FTAM.MHS.ODA}於 ボルチモ ァ

⑧ESPRITProlect(FTAM、MHS.ODA,OSI管 理)

コンフォーマンス試験(INTAP)

OSI試 験 検証セ ンター ・9月 目 トランスポー ト/

センター設置 テス トツールの開発 セ ッション/
FTAM,MOTIS

(試験検証サ ービス開始)

国際会議等

フィダース・フォーラム〔東京}A&0ワ ークショップ〔3月)

UO馴 日仏 ラウンドテーブル〔3月}

日・EC専門家会合OSI導 入国際会濃(東京}

(ブラッセル)(11月}lll月}

シンポジウム

産業h酬 ヒシンボジウム 第21ul情報処理国際シンポ

{Clp{g月}ジ ゥム(INTAP)(11月 〕一
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〔調査研究報告④〕

知的情報処理 システムの調査研究

1.背 景

産業界での人工知能応用の現状は,ユ ーザレベ

ルで実用化に手が届 く知識システムがい くつか出

現 して きたが,こ れまでに開発 された知識 システ

ムの多 くはデモンス トレーションの段階,せ いぜ

いプロ トタイプの段階に留っているとみ られる。

その理由として,

(1)研究開発に着手 してまだ間がなく,開 発途上に

あるものが多いこと。

(2)マシン,言 語,ツ ールな どプログラ ミング環境

が整備 されていないこと。

(3)人工知能研究者や知識技術者の数が不足 し,教

育体制 も確立 されていないこと。

(4)知識 システム構築の基盤技術が未熟であること。

(5)知識 システム構築の方法論が確立 されていない

こと。

などを指摘することがで きる。

現在の技術水準のもとで,知 識 システムの開発

を成功 に結びつけるには,問 題の注意深い選択 と

知識技術者の献身的な努力が不可欠である。知識

システムの構築 に従事 している現場の技術者にと

っては,AIツ ールが利用可能 であって も,シ ス

テムを構築 していくうえでの方法論がないために,

試行錯誤的あるいは場当た り的なシステムづくり

を行 ってい る事実を見逃すわけにはいかない。

このように,現 在は,知 識システムの研究開発

において1つ の転回点に差 しかかってお り,次 世

代知識 システムのあ り方を技術的および方法論的

に見直す恰好の時期 と思われ る。

このよ うな現状認識 に基 づいて,AIセ ンター

では,昨 年9月 に,知 的情報処理システム調査研

究委員会 を設置 し,ま ず,つ ぎの2つ のテーマを

調査研究の対象 として選定 した。

2.事 業内容

2-1知 識システム方法論の確立

知識 システム方法論の確立に向けて,つ ぎの4

つの視点か らアプローチをとった。

(1)知識 システムの基盤技術

まず第1世 代知識 システムの限界について,問

題の所在 を明 らかにした。ついで次世代知識シス

テムの方法論の基礎 を与える基盤技術について,

知的な問題解決機能を実現す るうえで,高 次推論

技術の必要性 を指摘す るとともに,そ れ らの技術

的課題 を考察 した。

(2)知識 システム開発の手順

知識 システム開発の・一般的な 手順 を"問 題の

設定"か ら"性 能の評価"に 至る9段 階にまとめ

るとともに,開 発に際し留意すべ き事項 として,

プロ トタイピング,シ ステム開発の条件,従 来技

術との接続,知 識源,シ ステム関与者の役割など

を考察 した。

(3)応用分野の特徴 とアプローチ

知識 システムの対象を解析型問題 と合成型問題

に分け,基 本的な接近法の違いを論 じた上で,解

可



析型問題を解釈問題,診 断問題,制 御問題に,合

成型問題を計画問題 と設計問題に,そ れぞれ分類

し,各 問題の特徴,基 本 タスクおよび問題解決機

能 を明 らかにした。

(4}知識システムの事例分析

7つ の知識 システム開発事例を取 り上げ,そ れ

ぞれについてシステムの目的 と機能,シ ステム構

成 と実現環境,シ ステム開発の手順およびタスク

と問題解決機能を比較可能な形でまとめ,(2)お よ

び(3)との対応 を明 らかにした。

2-2シ ス テム開発 ツ ールの評価

システム開発 ツールの評価 に向けて,つ ぎの4

つ の視点 か らの アプ ローチ をとった。

田 ツ ールの評価 項 目の体系 化

ツ ール評価 の枠 組 みを,① ツールの概要,② ツ

ールの機能/知 識表現 ,③ 開発者/利 用者 インタ

フ ェース,④ システ ムイン タフェース,⑤ ツール

の性能,⑥ ツールの利用 目的,⑦ ツールが得意 と

す る分 野の特性,の7つ に分 類 し,こ の下 に評価

項 目 を詳細化 した。

(2)性能 評価用 テ ス ト問題 の提案

ツ ールの性能 評価 を行 うためには,適 切 に定義

された問題 が必 要 との認 識か ら,い くつかの人工

的問 題 を設定 した。第1の 型 の問題 は実行性能 の

評価 に係 わ る問題 であ る。第2の 型の問題 は応 用

適 合性 とい う視点か らつ くられた解釈型,計 画型,

設 計型の問題 で ある。

(3標 準問題 によ るツールの評価

ツールの総 合的評価 を行 うための標準問題 とし

て,レ ンズの骨組 み設計 問題(キ ヤノン提供)お

よび電気 設備の トラブル シ ュー テ ィング問題(新

日本 製鐵 提供)を 取 り上 げ,3つ の ツールART,

KEE,お よ びKnowledgeCraftに よ るモ デ リン

グと評価 を行 った。

3.今 後 の予定

システム開発方法論については,高 次推論技術

及び知識獲得支援技術の整理,体 系化 を図るとと

もに,各 種ケース ・スタデ ィを集積する予定。ツ

ール評価 については,評 価項 目の解説,性 能評価

用問題の整理 ・分析を行 う。

今後の主な作業は,知 識 システム技術者の育成

カ リキ ュラムの作成である。 この知識 システム技

術者 は,次 のようにシステム分析者と知識技術者

に分 けて考 えている。

(1)システム分析者

システム分析者は,領 域専門家やユーザとの対

話を通 じて,専 門家モデルおよびユーザモデルの

同定を行 うもので,シ ステム工学方法論にも精通

している必要がある。

(2)知識技術者

知識技術者 は,問 題解決に必要な知識 を抽出,

知識ベースに移植 した り,ユ ーザインタフェース

の設計 を行 うもので,AIプ ログラミングに も精

通 している必要がある。

この調査研究事業では,知 識システム技術者を

育成す るための方針 をより明確化す るとともに,

知識 システム技術者が修得すべ き技術体系を整 え

たうえで,具 体的なカ リキュラムの作成 と提言 を

行 う予定である。

一



〔調査研究報告②〕

コ ン ヒ.ユー タ犯 罪 と刑 法 改 正 一今後 の課題一

いわゆるコンピュータ犯罪に対処するための刑

法の一部改正が62年 春の国会で成立 し,6月22日

か ら施行 された。従来の刑法等の規定 と今回の改

正によ り追加 された規定によって,コ ンピュータ

犯罪のかな りの部分は,法 律上の 「犯罪」 として

処罰の対象 となった。しか し処罰の対象 とな らな

い 「積み残 し」の部分 もある。「情報の不正入手

・不正漏示」や 「コンピュータ ・システムの無権

限使用」等である。

当協会は通産省の要請を受け特別の研究会 を設

けて,こ れ らの積み残 しの問題についての法制的

対応を検討 している。

1.コ ンピュータ犯罪 と62年 の刑法改正

1-1刑 法 改 正の概要

コン ピュー タ犯 罪 を大 きく分 ける と,キ ャ ッシ

ュカー ドの盗用 等 に よ るCD犯 罪 と,そ れ以外 の

犯罪 にな る。後者 は さ らに,不 正 デー タの入 力,

デ ータ ・プログ ラムの不正入 手,コ ン ピュー タの

無権 限使用,フ 。ログラムの改 ざん ・消去,コ ンピ

ュー タ破壊等 に分類 され る。 これ までに認知 され

た件数 は,61年 末 までCD犯 罪 が4,565件,そ れ以

外 が75件 とな って い る。

この うち例 えば他人 のキ ャッシュカー ドを盗用

してCD機 か ら現金 を引 き出せ ば,従 来の刑 法規

定 に よ り窃 盗 罪 とな る。 しか しICメ モ リーや磁

気 テー プ,磁 気 デ ィス ク,光 デ ィス ク等 に不正 入

力 して,デ ータや プログ ラムを加 えた り,改 変,

消去することは,こ れ らの 「電磁的記録」が 「文

書」 とは異なるため,従 来の刑法に定める文書偽

造等の文書犯罪には該当 しないという見かたが多

かった。 しか し現在 これ らの電磁的記録は文書 と

同じように,権 利義務や事実の証明資料 として機

能 しているのが社会的実態である。とすれば,文

書偽造は犯罪 となるのに,電 磁的記録の偽造は罪

にな らないというのは理屈に合わない。そこで今

回の刑法改正によって,権 利義務や事実の証明に

関する電磁的記録の不正作出(新 たに作 るほか既

存のデータ等の改変を含む)及 び不正消去 は文書

犯罪と同 じよ うに処罰の対象 とされることになっ

た。

また銀行のオンライン ・システムに虚偽のデー

タを入力 して架空の預金口座に銀行の資金 を入金

させるよ うな行為は,い わばコンビ.ユ一夕をだま

して不正に利得す る行為であるが,人 をだました

わけではないので詐欺罪の適用 はなく,ま た現金

を引 き出 していない以上窃盗罪 も成立 しないとい

うのが従来の支配的意見であった。そこで今回の

刑法改正で新たにコンピュータ使用詐欺罪の規定

が設けられ,こ のような行為は従来の詐欺罪 と同

様に処罰の対象 とされることになった。

このほかコンピュータの破壊,電 源の切断,不

正に改変 したプログラムの入力等によってコンビ。

ユ一夕の機能を停止 し,あ るいは狂わせ,そ の結

果業務 を妨害することが従来の業務妨害罪より刑

の重い犯罪 として規定 された。一



一
以」二が今回の刑法改1ピの骨 子であって,デ ータ,

プログラムの不正人 手,不 正漏示 とコンピュータ

・システムの無権限使用は今後の検討課題 として

見送 りとなった。

1-2積 み残 しを生 じた背景

以 ヒのような立法が行われた理由は,今 回の刑

法改[Eが 増加 しつつあるコンピュータ犯罪への早

急な対応策 として,差 し当り刑法に定める従来の

犯罪類型のすき間を埋めるという方向で手当てが

行われ,新 しい犯罪類型を作 るとい う作業は,今

後1・分な検討を経て対処することが必要と考えら

れたか らである。

データ,プ ログラムの不正入手 ・漏示に関して

は従来これに類するマニュアル情報についての犯

罪類型は刑法に規定 されていない。

文書 ごと情報を盗んだ場合は,文 書 という媒体

を盗んだという点で窃盗罪 とな り,ま たコピー等

により文書内容を不正に漏示することは場合によ

っては背任罪に該当することもあるが,文 書に記

載された情報その ものを対象 として,情 報内容 を

コピー等により不正に入手 し,あ るいは漏示する

行為を正面か ら情報犯罪 としては規定 していない。

40年 代に法務省が中心 となって作業した 「刑法

改正草案」には,企 業秘密漏示罪が提示 されてい

たが,そ の当否について論争があ り反対意見が少

なくなかったので,事 実上凍結状態 となっている。

主たる問題点は,企 業秘密の概念が不明確 であ

り,そ のことと関連 して,企 業の自由な研究が阻

害 され,従 業員の転職が制約 され,公 害問題等に

関す る内部告発が抑圧 されるおそれがあること,

また本罪の創設が国家機密保護罪の創設に波及す

ることが懸念 されたことであった。

データ,プ ログラムの不正入手 ・漏示を犯罪化

しようとするならば,以 上の論争を再燃 させ るこ

とを避 けて通 るこ とはで きない。 そこで この よ う

な問題含 みの テーマ を切 り離 し,差 し当 り合意 を

得 やす い テーマに絞 って先般 の刑法改 正が行 われ

たわけで あ る。

2.今 後の課題

以上の経緯は,デ ータ,プ ログラムの不正入手

・漏示への法制的対応が,容 易に結論 を出 し難い

種々の問題を含んでいることを示唆している。

しか しそれだか らといって,コ ンヒ。ユータリゼ

ーションが急速に進展 しつつある現在,上 記の不

正行為に関する法制的対応を断念 し,あ るいは放

置す ることを許 される状況でないことは多言を要

しないであろう。

前述の企業秘密漏示罪に関す る論争は,マ ニュ

アル情報 を前提 とする論議である。勿論電磁的記

録 といえどもその内容はマニュアル情報 と共通性

を持 っており,情 報に向け られた不正行為を犯罪

化することに同様の問題があることは疑 いない。

しか し一方,通 信 システムと融合したコンピュ

ータリゼーションの進展 は,マ ニュアル情報のみ

の時代においては想像 もし得なかった犯罪 リスク

の変貌 と拡大をもた らしている。即ちマニ ュアル

情報のみの時代においては,不 正な漏示や入手の

客体 とな り得 るような情報 は概ね企業の技術情報

の分野に限 られてお り,入 手の方法について も施

錠 されたロッカー等から部厚な文書ファイルを人

知れず選別,持 出してコピーする等実行する側に

とって も相当の犯罪エネルギーを必要 とする行為

であった。

そのよ うな状況 にあっては,犯 罪 リスクを抑止

す るメリットよ りも 「犯罪化」の副作用が もたら

す弊害の方がより重視 されたことは肯 けることで

あった。一
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コン ピュー タ リゼ ーシ ョンの進 展 は,企 業の生

産 技術分野 のみ な らず,広 く営 業活動全般 にわ た

って膨大 な プ ログ ラムやデ ー タ群等 の電磁 的情報

を造出 した。 それ は加速 度的 に増 大 し,内 容 的 に

も多様化 してい る。 それはいわ ゆ る営 業情報 だ け

でな く,顧 客 リス トにみ られ るよ うに,個 人 の プ

ライバ シーに係 わ る個人情報 を も含 む もの であ る。

コンピ ュー タ及 びこれ と融 合 した通信 システ ム

は,こ れ らの膨 大な情報群 を高密度 に集 積,整 理,

加 工 し,瞬 時 に検索 して閲覧,複 写,利 用に供す

るこ とを可 能 に した。

既 に発生 して い るい くつか の犯 罪例 をみて も,

例 えば企業 内部職 員によ る特定預金 顧客 の口座 番

号,暗 証番号 の検出,フ ロ ッピーデ ィス クや磁 気

テ ープ。に記録 され た膨大 な顧客 リス トや車検登録

リス ト,あ るい は企業 が多年 にわた り開発 した設

計技術 に関 す るプ ログ ラムや アイデ アに関す るデ

ー タの短時 間にお ける コピー
,外 部者 に よる通信

回線 の ワイヤー タ ッピングとこれ によ る顧客暗証

番号等 の解読,遠 隔地 か ら盗 用パ ス ワー ドを用 い

たデー タベース ・システ ムへの侵入等,ケ ースに

よって必 要 とす る技 術的知識 の程度 に差 はあ るに

して も,行 為その ものは,他 人に見 られ ない場所

での極 めて簡 単な キー操作 に よって行 われて い る。

このよ うに犯 罪エ ネルギ ーを要 しない極め て軽

い動作 によ って,多 大の犯罪 成果が得 られ る とい

う点 で,マ ニ ュアル情 報 に向け られ た行 為 とは本

質的 に異 な るコ ンピュー タ犯 罪 としての特質 が あ

り,看 過 し得な い新 たな 一群 の犯 罪 リス クが発生

しつつ ある。

その よ うな犯罪 リス クは,INSシ ス テ ムの 出現

やCATV,通 信 衛星 の利 用普及等 によ って将 来更

に拡 大す る ことが予想 され る。 また犯罪 リス クの

及ぶ範 囲は,営 業情 報 の保 有 者であ る企業や,顧

客情報 の主体 としての個人 だ けでない。パ ソ コン

機 能 と結 びつ い たICカ ー ドの 利用 に よ るホ ー ム

・バ ンキン グ,ホ ー ム ・デ ィー リングや家庭 での

投 資,医 療,法 務等 の各種相談 が普及す れば,情

報 の流出 によ る犯罪 リス クは個人 の生活 内容 全般

に及 ぶ こ とが予想 され る。

これ らの犯 罪 リス クに対 す る法 制的対応 を どの

よ うにす るか とい うことは,情 報 化の根幹 に係 わ

る問題 とみ るべ きで あろ う。

一
1



昭和62年 度 ・秋 ・情報処理技術者試験

試験 区分:情 報処理 システ ム監査技 術者試験

特 種情 報処理 技術者試験

第1種 情報処Sil技 術 者試験

第2種 情報処理 技術者試験

試 験期 日:昭 和62年10月18日(日)

合 格発 表:第2種 ……昭和62年11月 末 日(予 定)

シ ステム監査,特 種,第1種

……昭和62年1月 末 日(予 定)

試 験 地:全 国21地 区(27都iif)(141会 場)

札 幌,盛 岡,仙 台,水 戸,宇 都宮,前 橋,埼k,

千 葉,東 京,八 王子,横 浜,新 潟,長 野,静 岡,

名 古屋,金 沢,福 井,京 都,大 阪,神 戸,広 島,

高 松,福 岡,熊 本,大 分,鹿 児島,那 覇

応募 者数,受 験者数,受 験率(第1表 参照)

○ システ ム監査:10.248人,6,055人,59.1%

1

り
ρ

合

特

第

第

○

○

○

種20,113人,11,806人,58.7%

種72,777人,46,507人,63.9%

種170,274人,112,492人,66.1%

計273,412人,176,860人,64.7%

受験 率の ヒ位3都 市は次 の通 りとな る。

○ システム監査:① 水戸,② 新潟,③ 長 野

○特 種:① 盛岡,② 大分,③ 新潟

○第1種:① 大分,② 新潟,③ 広島

○第2種:① 新潟,② 大分,③ 鹿児島

勤務 先別応 募者数(第2表)(第1図)

第2種 においては学生 の割合 が35.5%で 最 も高

く,第1種,特 種 は ソフ トウエア企業 がそれぞれ

43.3%,40.6%を 占 め,シ ステ ム監査 は一般 企業

の割 合が27.8%で 最 も高 くな ってい る。

〈第1図 〉勤務先別応募者数の割合 一

〈第2表 〉勤務先別応募者数

勤 務 先
システム

監 査
特 種 第1種 第2種 合 計

電算機製造又は
販売企業

1,983

(19.4)

3,561

(17.7)

6,223

(8.6)

7,985

(4。7)

19,752

(7.2)

ソ フ トウェア

企業

2,714

(26.5)
8,160
(40.6)

31,501

(43.3)

50,169

(29.5)

92,544

(33.8)

情報処理

サービス企業等

1,748

(17.1)

3,708

(18.4)

12,607

(17.3)

23,692

(13.9)

41,755

(15.3)

小 計
6,445

(62.9)

15,429

(76.7)

50,331

(69.2)

81,846

(48.1)

154,051

(56.3)

上記以外の
一般企業,団 体

2,849

(27.8)

3,850
(19.1)

12,775

(17.6)

23,190

(13.6)

42,664

(15.6)

官 公 庁
115

(1.1)

140

(0.7)

605

(0.8)

1,398

(0.8)

2,258

(0.8)

学校,研 究機関
144

(1.4)

328

(1.6)

1,154

(輻6)

1,528

(0.9)

3,152

(1.2)

自 営
116
(1.1)

68

(0.3)

211

(0.3)

405

(0.2)

800

(0.3)

会計士事務所等
400

(3.9)

41

(0.2)

48

(0.1)

180

(0.1)

669

(0.2)

学 生
35

(0.3)
66
(0.3)
6,297

(8.7)

56,983
(33.5)

63,381
(23.2)

そ の 他

(含無記入)

191

∫ハ ∩、

1,356

rlo、

4,746

rりQ、

寸イ

、

1446,437

11』 、ro刀 、

灘鱗謬麟 懸灘馨濠鐸蘂ピ鑓 嶽蘇
ヒ段:応 募者数()内:百 分率一
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試験地
システ ム監 査 特 種 第1種 第2種 合 計

応募者 受験者 受験率 応募者 受験者 受験率 応募者 受験者 受験率 応募者 受 験 者 受験率 応募者 受 験 者 受験率

札 幌 112 73 65.2% 221 117 52.9% 1β49 905 67.1% 4,818 3,573 74.2% 6,500 4,668 71.8%

盛 岡 25 13 52.0% 57 45 78.9% 329 233 70.8% 1,256 913 72.7% 1,667 1,204 72.2%

仙 台 86 57 66.3% 221 128 57.9% 1,504 1,021 67.9% 5,555 4,174 75.1% 7,366 5,380 73.0%

水 戸 101 75 74.3% 282 158 56.0% 1,270 884 69.6% 3,240 2,065 63.7% 4,893 3,182 65.0%

宇都宮 67 39 58.2% 114 62 54.4% 546 348 63.7% 1,531 1,085 70.9% 2,258 1,534 67.9%

前 橋 50 27 54.0% 83 58 69.9% 560 374 66.8% 1,771 1,165 65.8% 2,464 1,624 65.9%

埼 †ミ
一 一 一 一 　 一 一 一 『 2,642 1,660 62.8% 2,642 1,660 62.8%

千 葉 一 一 一 『 一 　 一 　 一 4,503 2,833 62.9% 4,503 2β33 62.9%

東 京 6,235 3,575 57.3% 12,214 6,970 57.1% 39,144 23,530 60.1% 58,702 34,485 58.7% 116,295 68,560 59.0%

八}子 一 一 　 一 一 一 一 一 一 4,084 2,407 58.9% 4,084 2,407 58.9%

横 浜 一 『 一 一 一 『 一 一 　 10,585 7,042 66.5% 10,585 7,042 66.5%

新 潟 55 40 72.7% 124 86 69.4% 999 806 80.7% 1,998 1,659 83.0% 3,176 2,591 81.6%

長 野 52 35 67.3% 119 71 59.7% 570 354 62.1% 1,533 991 64.6% 2,274 1,451 63.8%

静 岡 104 66 63.5% 237 150 63.3% 1,305 866 66.4% 3,315 2,499 75.4% 4,961 3,581 72.2%

多 占屋 500 292 58.4% 1,080 653 60.5% 4,719 3,254 69.0% 工2,165 8,835 72.6% 18,464 13,034 70.6%

金 沢 123 81 65.9% 287 169 58.9% LO46 706 67.5% 2,740 1,800 65.7% 4,196 2,756 65.7%

福 月・ 41 26 63.4% 72 45 62.5% 309 217 70.2% 815 614 75.3% 1,237 902 72.9%

京 都 一 『 一 一 一 一 一 　 『 4,182 2,954 70.6% 4,182 2,954 70.6%

大 阪 L996 1,248 62.5% 3,595 2,211 61.5% 12,511 8,444 67.5% 19,508 13,624 69.8% 37,610 25,527 67.9%

神 戸 一 『 一 一 　 『 一 一 一 4,663 3,340 71.6% 4,663 3,340 71.6%

広 島 202 123 60.9% 417 268 64.3% 1,822 1ほ27 72.8% 5,548 4,098 73.9% 7,989 5,816 72.8%

高 松 132 80 60.6% 233 141 60.5% 1,110 716 64.5% 3,170 2,176 68.6% 4,645 3,113 67.0%

福 岡 255 140 54.9% 546 337 61.7% 2,465 1,640 66.5% 7,555 5,291 70.0% 10,821 7,408 68.5%

熊 本 38 22 57.9% 70 39 55.7% 397 269 67.8% 1,511 1,066 70.5% 2,016 1,396 69.2%

大 分 44 29 65.9% 75 55 73.3% 366 296 旬.9% 965 773 80.1% 1,450 Ll53 79.5%

鹿児島 22 12 54.5% 48 33 68.8% 281 203 72.2% 1,199 923 77.0% L550 1,171 75.5%

那 覇 8 2 25.0% 18 10 55.6% 175 114 65.1% 720 447 62.1% 921 573 62.2%

合計 10,248 6,055 59.1%
'允113

11.806' 58.7% 72,777 46,507 63.9% 170,274 112,492 66.1% 273,412 176,860 64.7%
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高度情報処理技術 者育成 に関す る

ニ ーズ調査 －SE的 人材の意識調査一

日本 ア イ ・ピー ・エ ム株 式会 社

江 村 潤 朗

1.調 査の 目的と経緯

L1調 査の目的

本調査の目的は,高 度情報化推進を担 う情報サ

ービス産業における高度情報処理技術者 ぽ とし

てSE的 人材)の 育成の現状 と問題点および技術

者の意識等の実態を把握することにある。 さらに,

その調査結果を分析し,情 報処理技術者の専門化

や特化,あ るいは高度化にふさわ しい専門教育,

キャリア ・パスの確立,ジ ョブ ・ローテーション

の展開等,高 度情報技術者の育成確保に関する計

画や施策の作成立案に資す ることにある。

1.2調 査 の対象範 囲

ヒ記 目的 のた めに,調 査の対象 を情 報 サー ビス

産 業に定 めて,ド 記 の 二分野 での調査 を実施 した。

(1)情 報 サー ビス産業 協会(JISA)の 正 会 員会

社404社 を対 象 に した企業 向 け実態 調査(ア ン

ケー ト調査 と ヒア リング調査)

(2)JISAの 正 会員会社 に従 事す るSE的 人材向

けの アンケー トに よ る意 識実態調査

当報告 では,紙 面の都 合上,(2)の 意 識実態 だ

けに焦点 を絞 ることにす る。

1.3調 査 時期 と調査人 数

ア ンケ ー ト調査 用紙は,個 人用 と企業用 の双方

図 表1-1ア ン ケ ー ト用 紙 の 発 送 と 回収

アンケート用紙発送

発送元 発送先

翻
日
本
情
報
処
理
開
発
協
会

情
報
処
理
研
修
セ
ン
タ
ー

アンケー ト用紙回収

回収先

昭和62年

1月 下旬 (切
情
会 報

2エ
社藷
人 業

事 璽

部 本

個

人

用

昭和62年

2月16日 迄

働)
日
情 本
報 情
処 報
理 処
研 理
傍 聞
セ 発
ン 協
タ 会
|

)個 人 記 入 ,

宿
人
がL.

郵

き
アンケー ト調

査用紙(個 人

用,企 業用共)

宿
一冷 開触 記入1

配.

布.
)

●

7

」レ個 人 記 入 7

(企業郵送)
」

.

企
業
用

企 業 に て 記 入 ア一



デ ー タ ・ バ ン ク

を当協会の情報処 理研修 セ ンター(現 「中 央情 報

教 育研 究所」)か らJISAの 会 員会社404社 に 対 し

て,昭 和62年1月 ド旬に発送 した(図 表1-1)。

個 人用 ア ンケ ー ト用紙 は,会 社 の従 業員 規模 に応

じて5部 か ら20部 を各会社 に送付 し,個 人に配布

して もらった。一ー－fi,回 答 用紙 発送後約3週 間後

の2月16日 迄 に回答者個人 か ら,情 報処理 研修 セ

ンターに直送 して もらった。

8,635通 の ア ンケー ト用紙 の発送に対 して,3,050

人 か らの回答 が得 られ た。

2.調 査内容 と調査結果

2.1調 査内容

個人向けアンケー ト調査の主要な内容は,次 の

10項 目にわたっている。

①回答者のフ.・フィール

②所属会社の概況

③所属会社の労働環境および職場環境

④担当業務に関す る意識実態

図表2-1年 齢 と性 別

こ5、自己の適性 やSEと しての能 力評価

⑥ キ ャ リア ・バ スとジ ョブ ・ローテ ーシ ョン

⑦教 育訓練 の実施状況 と今後の 希望

⑧ 情報処理技術 者献酬 こついて

⑨SEの 将 来について

⑩ 高度情報 社会の到 来に対す る期 待や教育 ニー ズ

につ いて

2.2、 訪日杢糸占果

ここでは,調 査の結 果得 られ た興味 ある意 識実

図表2-2担 当中の主要な業務

①A-SE:適 用業務(ア プ リケーション)の 分析 と
システムの設計業務

②T-SE:ハ ー ドウェアやソフ トウェア面での高度
な技術支援や最適 システムの構築,管 理,

評価業務

③D-SE:汎 用 ソフ トウェアやパ ッケージ,特 定分

野の新製品や新技術の開発業務

④P-SE:プ ログラムの設計 ・開発やソフ トウェア

設計の助言 ・コンサルテ ィング業務

⑤C-SE:顧 客 や関連企業に対 しての システム化や

情報システム活用に関す るコンサルテ ィ
ングおよび指導訓練業務

⑥SP:経 営 戦略や情報戦略 を企1由泣 察 した り,
シ ステム化の中期 ・短期計画 を策定す る

業務

⑦M-SE:プ ・ジェク ト・マネジメン トやシステム
・マネジメン ト業i務一



一
態 および1三要な傾 向につい て報告 す る。

(1)回 答 者の プロ フ ィール

【ll1答者3,050人 の 特徴 は,次 の通 りであ る。

① 年齢 …25才 か ら35才"カ:68.9%をJiめ て お り,SE

的 人 材の 中核 にな ってい る(図 表2-1)。

② 性 別… 男性 が92.8%で あ るのに対 して,女 性 は

5.8%で あ る。 女性 のSEへ の進 出は まだまだ

低 い とい える(図 表2-1)。

(3浮 歴 …大学 卒 が58.5%で 過'ヒ数 を占めてい る。

コ ンピ ュータ専門学 校卒 は10.8%で あ り,SE

の う ち0)10分 の1強 で しか ない。

④担'lli中の ド要な業務(SEタ イ プ)… 今回 の調査

では,SEの タ イプ を図表2-2の ド側 に小 し

てい るよ うに分類 して,各 項 目の層別分析 に

用 いた。図表 でみ られ るよ うにA-SEが48.9

%と 過 半数近 い。 これ に続 くのがP-SEで

17.9%で あ る。

⑤ 年収 …300万 円 ～500万pj未 満 が53.6%・200万P」

未満は2.4%,800万 円 以 ヒは2.1%。

⑥ 所属会社 の業 態 …ソ フ トウ ェア業 が66.7%で,

情 報 サー ビス業 の27.4%が これに続 く。

(2)ハ ー ッバー クの理論 はSEに も当てはま る。

高 名な行動科学 者F.ハ ーツバ ーグの 唱 えた動機

づけ理 論 が,SEに もほぼ 当ては ま ることが今 回

の調査 で判明 した。

図表2-3に み られ るよ うに,「仕事の達成感 」

をは じめ と した動 機づ け要 因の.大半 が重要項 目 と

図 表2-3
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一
して ヒ位 を占めて い る。例外 は,「認知」 と 「昇格

・昇進」 だけで ある。 この調査結 果 をハーツ バー

グが各種 の職 業人に対 して調査 した結 果,お よび

米 国で情 報処理 技術 者に対 してJ.フ ィッエ ンツが

調査 した結果 のそれ ぞれ と対 比 したのが図 表2-

4で あ る。 きわめて興味 あ る差異 がみ られ るが,

そ の説明は割愛 す る。

行動科 学面 では,こ の他 に もG.オ ル ドハ ムとR.

パ ックマ ンの 「行 動心理 モデル」 に もとつ いた各

種の調 査 を行 い,極 めて貴 重なデ ータを得 るこ と

が で きた。報告書 の中で詳細 に分析 してあ るの で,

参 照 して ほ しい。

(3)SEに は 年齢 的限 界はみ られ ない

今 回の調 査の次 の2点 か ら,よ くt;iわれ るよ う

なSEの30才'定 年説 とか35才 定 年説 とい った年齢的

限界 は存在 しない と思 われ る。

① 「現 在担 当中の業務 に対 しての 自己の適 性 を ど

う評価 す るか」(自己の適性),「 現在担 当中の 業

務以外 のSE業 務への ローテーションに どの程度

自信 があ るか」(ロー テーシ ョンに対す る適性),

「現 在持 ってい る専門知識 や技術 は他 のSE業 務

ヘ ローテー シ ョンされた と きどの程度通用 す る

と思 うか」(知識 ・技 術の通用度)と い う3つ の

設 問に対 して,そ れ ぞれ5段 階 評価 を して もら

図表2-4動 機づけ要因のランキング(何 を重視す るか)

今回の意識調査 ハ ーツバー グの調査 J.フ ィッエ ンツの調査

(デ ータ処理要 員対象)

1.達 成(仕 事の達成感) 1.業 績 達成 1.業 績 達成

2.仕 事 それ 自体(や りがい 2.認 め られ ること 2.自 己啓発 ・向 ヒの可能性

のある仕事)

3.責 任 3.仕 事 その もの(興 味 あ る 3.仕 事 その もの

仕事)

4.自 己啓発や向 ヒの可能性 4.責 任 4.認 め られ るこ と

5.管 理 およ び技術 5.進 歩 ・昇進 5.進 歩 ・昇進

6.サ ラ リー(高 い給 与の機 6.給 与 6.管 理 お よび技術

会)

7.部 下 との人間関係 7.自 己啓 発 ・向上 の可能性 7.責 任

8.作 業 環境 8.部 ードとの人間関係 8.同 僚 との人間関係

9.認 知(他 の人達 か ら認 め 9.地 位 9.部 下との人間関係
られ る こと)

10.同 僚 との人間関係 10.上 司 との人間関係 10.給 与

11.個 人 生活 11.同 僚 との人間関係 11.個 人生 活

12.職 業 的安 定感 12.管 理 お よび技術 12.ヒ 司 との人間 関係

13.上 司 との人間関係 13.会 社 の政策 および組織 13.職 業 的安定感

14.企 業 の施策,組 織 14.作 業 環境 14.地 位

15.昇 格 ・昇 進 15.個 人生 活 15.会 社 の政策 お よび組織

16.地 位 16.職 業 的安定感 16.作 業 環境一
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巷 図表2-5自 己の適 性 とSEと しての能力評価
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デ ー タ ・ バ ン ク

った。 その結 果が図表2-5で あ る。 いつれの

設 問項 目に関 して も,年 齢層 が 上昇す るにつれ

て,評 価 ボ ィン トが 高 くな る傾向 を示 して い る

の であ る。

② 「現 在担 当中 の業務 は,何 才'位ま で続 け ること

がで きそ うだ と考 え るか」 とい う担 当業務 の年

齢 限界の設 問結 果が図 表2-6で あ る。現 在の

年齢 のほ ぼ5年 先か ら10年 先付迄続 け るこ とが

で きるとす る人 が,ど の年齢層 で も8割 を越 え

る傾1〔1」があ る。45才 」以 ヒに な ると,60才 位 迄 と

回答 した方が52.4%に もな る。

(4)健 全 な る ビジ ネスマンである ことが先決 市

要 と感 じてい る能力 ・資質に関 して次 の3つ の観

点 か ら設問 した。

①現 在担 当中のSE業 務 を遂 行す るに当 って特に

市要 と感 じて い る能 力 ・資質

②現 在担 当中のSE業 務 に関 して将 来市要性 が増

す と思 う能 力 ・資質

③SE的 人材 に 今後其通 して増 す と思 う能JJ・ 資

質

以 ヒの3つ の設問 のいずれ で も,図 表2-8の

ド側 に示 す27項 目の 中か ら1:要 と思 う5つ を選択

して もらった。それ ぞれ のベ ス ト10を 要約 した結

果が図表2-7で あ る。 これ らの 上位 に肴 目して

み ると,い ずれの場 合 も特別 な能 力 とは い えない
。

健全 な る ビジネスマ ンに も共通 して強 く要求 され

る能 力で ある。な お,図 表2-8に 示 してい るよ

うに,① で要求 され る能 力は,「柔軟 性 ・弾力セ{三あ

図表2-6現 在の業務は何才 ぐらいまでできるか(年 令別)
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・資質 の相互比 較(ベ ス ト10だ け)重要性の高い能力図表2-7

.

損

-ぴ‖イ

担 当中の 業務遂行 に'必要な能 力 ・資質 将来 市要性 が増 す と思 う能力 ・資質 今後共通して必要性が増すと思 う能力 ・資質

能 力 ・資質項 目 割合 能 力 ・資質項 目 割合 能力 ・資質項 目 沖拾

1 柔軟性 ・弾 力Wあ る1己玉考力 ・発想力 49.9 二.一 ズ へ の 感 知 力 40.7 コ ミュニ ケ ー シ ョン能 力 472

2 二」 ミ.,・ ケ ン 。 ン 能 力 46.8 コ1ユ ニ ケ ーーシ ョ ン 能 力 39.8 柔軟性 ・弾力性あ る思考 ノ」・発想 ノ」 43.7

3 問題発 見 ・形成 ・酬 戊ミ能力 42.5 コ ンサ ル テ ィン グ能 力 37.5 ニ ー ズへ の 感 知 力 34.4

4 体 力 ・気 力 25.0 視 里fO)江:さ と経 ㍗了〔rJ視F( 32.3 問題発 見 ・形成 ・解決能 力 33.0

5 .・..ズ へ の 感知 力 23.0 柔軟性 ・弾力性 ある思 考力 ・発想力 31.1 コ ンサ ル テ ィン グ能 力 31.6

6 管 理 能 力 22.9 企 画 ・総合 力 27.3 親里fσ)広さと経↑埣自勺視点〔 23.6

7 洞察 力 ・分析力 22.5 管 理 能 力 25.7 企 画 ・総 合 ノJ 21.2

8 し`i任 感 22.1 問題発 見 ・形成 ・解 決能力 25.3 変化対応能力 19.6

9 lE磁 性 21.6 変化対応能力 23.8 管 理 能 力 18.7

10 指導 ノ」・統率力 20.3 調整 力 ・折 衝力 20.7 洞察 力 ・分析 力 17.7

SE業 務において重要 と感 じられる能力 ・資質について(全 体)
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デ ー タ ・ バ ン ク

る思 考力 ・発想 力」,「 コ ミュニケ ーシ ョン能 力」,

「問題 発 見 ・形 成 ・解 決 能力」 の3つ が きわ だ
っ

て高い。 一方,「 論理 性」,「迅速 性」,「緻密性」 と

いった プログ ラマに強 く要求 され る ような適性能

力 は,い ずれ も20位 以 ドであ る。SEと プ ログ ラ

マとでは要求 され る適 性能力 に大幅な差 があ るの

であ る。

(5)キ ャ リア ・パ スの末確 ウ:がSE不 安 の最 大

の原 因

SEと しての将来 に関 して 「特 に不安 がな い」

とす る人 が29.3%で あ るの に対 し,「不安 があ る」

とい う人 が実に66.3%に 昇 って い る。「不 安がある」

とす る人の過 半数の52 .7%が 「SEと しての経路

(キ ャリア ・パ ス)が 不明 なので」 を理 由に挙 げて

い る。 これ に 「年齢的な限界 を感 じるか ら」(49 .5

%),「 技 術 ・能 力面 での限界 を感 じるか ら」(39 .0

%)が 続 く。SEと しての不安 な理 由 を業態別 に

分 析 した結果 が,図 表2-9で あ る。な お,キ ャ

リア ・パ スの設 定 ・公表 状況 および機能状 況は,

図 表2-10に 示 して い るよ うに非常 に不十 分 とし

か いえない。 これでは,SEと し ての将来 に不安

を感 じざるを得 ない だろ う。

(6)重 要 視 してい る 「通信 技術」

今 後身 につけ るべ き知 識 ・技 術分野 と今後重要

にな ると思 う教育分野 の うちのベ ス ト10(24分 野

の 中か ら選択)を 要約 したの が図表2-11で あ る。

双方 と も 「通信技 術」 が 目立 って高 い。「人工知能」

は修得 すべ き知識 ・技術 としては2位 であ るが,

重 要 にな ると思 う教 育分野 では4位 に ドってい る。

その代 り,「システムの分析 ・設計 ・評価技法」 と

「プロジ ェク ト・マ ネジメ ン ト技法」が上位 に きて

いる。

3.調 査の成果 と今後の課題

3.1調 査の成果

今川の調査では,冒 頭で述べた調査の目的に 十

分応 えることのできる各種の情報を収集すること

ができた。また,以 ドに列挙するような成果を得

ることがで きた。

①調査対象 を情報サービス産業に限定 した ものと

図表2-9SEと しての不 安 な理 由

(業態別)

25.5(343)

21.0(118)

15,7(211)

78(44)

74(100)

8.0〔45)

5,0(75)

5.9(33)一



しては,我 が国 にお ける初 の本格的 な実態 調査

とい える、、

「2、SE的 人 材の育成 や意識 に関す る極 めて広範か

つ網羅 的な内容 の調 査が行 われて お り,情 報サ

… ビス産業に おけ る「高度 情報処理技 彿∫者 自
国彗」

と もい うべ き充実 した内容 にな って い る。

/鋤固太の意識実態 と企業の育成 実態の 双方か ら綿

密 に調 査 した ことに よ り,両 者間 でのギ ャ ップ

が把握 で き,育 成 ヒの諸問題 をよ り鮮 明にす る

こ とがで きた。

(4M[Al人の 意識調 査では,3,000人 を越 え るll|1答を得

るこ とが で き,極 めて 多1耐 力な分析 が行 えた。

S}・]タ イプ別,年 齢別,業 態 別,男 女別 あ るい

は学歴 別等0)分 析 が で き,層 別にみ た場 合の特

徴 や差異,あ るいは問題点 が摘 出 で きた。

(5)「担 当業務に関 す るSEの 意 識」や 「SEと し

て の適 性 と能 力に関す る意識」 等,こ れ ま での

調査 では断片的 に しか調べ られていな か った分

野 について体系的 かつ網羅 的な調査 を行 った こ

とによ り,非 常 に貴 重な情報 が得 られ た。 これ

らの情 報 を行動科学 の面か ら検 討す る ことに よ

って,SE的 人 材 の育成 や活性 化等 についての

浜変な対策の ヒン トを得 ることがで きた。

3.2今 後の課題

以ilの ような成果が得 られたとはい うものの,

今後に残 された課題 として次の ものがある。

①今回の調査結果をさらに詳細に分析 し,具 体的

なSEの 育成対策を"tl案ずる必要がある。

②今回の調査結果 を生かして,情 報サービス産業

界におけるSEの あるべき姿や役割機能,あ る

いは具体的な職務内容 を定義し,そ れぞれのS

Eタ イプにふさわ しい育成指針を作成する必要

がある。

③ ヒ記① と② を実行 してい くためには,情 報サー

ビス産業協会(JISA)と 中央情報教育研究所

(CAIT)お よび関係官庁の問での強力な協力体

制 を確 立維持 し,渚 を中心にした委員会を設

N'/1して検討を進める必要がある。

④環境諸条件はめまぐるしく変化 しているし,S

Eの 育成確保や教育訓練等の施策 も変化 してい

く。したがって,定 期的な継続調査や追跡調査

が欠かせない。そのための方針や体制等を今か

ら定めておく必要がある。

図表2-11今 後身につけるべき知識 ・技術分野と今後重要になる教育分野の対比(ベ ス ト10)

知識 ・技 術や能 力分野
修得すべ き知 識 ・技 術 屯要になる教育分野

回答率 人 数 順位 回答率 人 数

通 信 技 術 57.9% L765人 1 60.5% L845人

人ll知 能 45.3 1,380 4 33.4 1,019

シ ステ ムの分析 ・設計 ・評価技法 39.1 1,191 2 42.4 1,294

シ ステ ム監 査 や セ キ ュ リテ ィ 36.0 1,099 5 32.9 1,003

プ ロ ジ ェ ク ト ・マ ネ ジ メン ト技 法 32.7 998 3 39.3 1,198

コ ン サ ノしテ ィ ン ゲ技 法 30.3 924 7 27.3 831

問題発見・解決技法や創造性開発技法 28.8 879 6 28.3 863

適用 業務知識 27.3 834 11 18.0 550

二 、一 メ デ ィ ア 21.6 659 9 20.6 628

ソ ソ ト ウ ェ ア ・ ア … キ テ ク チ ャ 17.1 521 一 一 一一



'

図 表2-10キ ャリア ・パ スの 設定状況(概 要)

〔a)設 定 ・公 表 状 況

1

定年 まで設定 され 金

貝に公 表。

〔b)

↓刷問/

機能状況

1

109人

部分的に設定 され全

員に公表,
352人

2.929人

(loe%)

459人

(無効2)

設定 されて いるが公

表 され ていな い。
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1.応 募 者

'87マ イ ク ロ=コ ン ピ ュ ー タ

応用システム開発

技術者試験

昭和62年 度 マイ クロコン ヒ。ユ一 夕応用 システ ム

開発技術 者試 験が 去 る11月22日(日)に 実施 された。

本試験 は,今llllが 第3回 目にな るが,毎 回応 募

者が急増 して お り,今1[ilも 前lul(昭 和61年 度)に

比べ,全 体で約60%増 とな った。

今年度 の試験 は,こ れ まで初級のみ であ った種

別 に,新 たに 中級 を設 けた。 また,試 験会 場 も2

ヵ所追加 し,全 国6ヵ 所(仙 台,東 京,名 占屋,

大 阪,広 島,福 岡)で 実施 した。

試 験の結果 は,初 級 は1月 中旬,中 級は2月 中

旬 に それ ぞれ発表 され る。

今年度 の応 募者 の傾 向 を見 ると,本 試験 が実務

者 を 主な対 象 と してい るためか,全 体 に年 齢が高

くな ってい る。 とくに初級 は,中 級が設 け られ た

に もかかわ らず ・P均年齢 が25.7才 と前 回(25.3才)

よ り高 くな ってい る。

また,従 事 してい る業務 を見 る と研究 ・開発 に

タッチして いる人数の割合 が高 く,全 体 の32%を

占 め,他 試験 との大 きな相違 を見せ てい る。勤務

先企業,学 校 でみ る と一般 企業,情 報 サ ー ビス業

が 中心 で,学 生(生 徒)の 割合 は全体 の20%弱 と

低 い。 この傾向 か ら も本試験 が実務者 中心 の試 験

とな ってい ることが わか る。 しか し,今 回は専門

学校 を中心 とした学生(生 徒)の 応募 が倍増 して

お り,教 育 の場 での この試験へ の取組 みが 目立 っ

て きて いる。

試験地 種別 61年 応 募 者(人) 62年 応募 者(人) 前年比(%)

初級 一 128 　

中級 一 29
一

東 京
初級 3,385 3,838 ll3.4

中級 } 1,272 一

名lf渥
初級 964 1,471 152.6

中級 一 335
一

大 阪
初級 1,815 1,762 97.1

中級 一 844 一

広 島
初級 一 191

}

中級 一 32
一

福 岡
初級 335 493 147.2

中級 一 82
一

小 計
初級 6,499 7,883 121.3

中級 一 2,594 　

合 計 6,499 10,477 16L2

2.年 齢 別 内訳

＼ 種別 61年応募者(才) 62年応募者(才)

平均年齢
初級 25.3 25.7

中級 一 28.9

最 年 少
初級 15.0 16.0

中級 一 17.0

最 年 長
初級 59.0 69.0

中級 一 62.0

3.勤 務先別内訳

＼ 勤 務 先 種別
61年応募者数(

%)
62年 応募者数

(%)
前年比(%)

1 情報サー ビス企業等
初級 1,696(26.1) 1、711(21.7) 100.9

中級 一 641(24,7) 一

2 一般 企業 ・団体
初級 1,281(19.7) 1.657(21.0) 129.4

中級 一 622(24.0) 一

3 シス テ ムハ ウ ス
初級 793(12.2) 800(10.1) loo.9

中級 一 424{】6.3) 一

4
電算機・半導体製造

販売

初級 765(11.8) 735(9.3) 96.1

中級 一 338(13.0) 一

5 メカ トロニクス関連
初級 540(8.3) 663(8.4) 122.8

中級 一 316(12,2) 一

6 その他
初級 1,424(21.9) 2,317(29.4) 162.7

中級 一 253(9.8) 一

7 合 計
初級 6,499(100) 7,883(100) 121.3

中級 一 2,594(100} 一一



デ ー タ ・ バ ン ク

5.マ イ クロコンピュータの実務経 験年数別 内訳

4.従 事している業務別内訳

＼ 業 務 種別
61年応募者数

(%)

62年応 募者数

(%)

前年比

(%)

1 研 究 開 発
初級 1,967(30.3) 2JI8(26.9) 107.7

中級 }

1、249(48.1) 一

2 情 報 処 理
初級 1,904(29.3) 1、867(23、7) 98.1

中級 『 644(24.8) 一

3 製 造
初級 704(10,8> 831(10.5) 118.U

中級 一 287(11,1) 一

4 そ の 他
初級 1,924(29.6) 3,067(38,9) 159.4

中級 一 414(16.0) 　

5 合 計
初級 6、499(100} 7,883(100) 121.3

中級 一
2,594〔100) 一

経 験 年 数 種別
61年応'賭 数

人{%1

62iU漣 銘 数

人{%

一

前川 七

(%1

経 験 な し

初級 2,566[39.51 3、633146,P 141.6

中級 420U6.2) .一

1年 末 満

初級 1,399〔2L5} 1、311ほ6.6) 93.7

中級 一
201〔7.7)

1年 川=3年 未満

初級 lJ75(18,D 1,553〔19.7) 132.2

中級 一
596(23.ω

3年 以 ヒ5f妹 満

初級 729(11.2) 740(9.4) 101.5

中級 672(25.9) 一

5年 以L10年,k満

初級 382(5.9) 351(4.51 9L9

中級 .『 603(23.2) ・

そ の 他

初級 248〔3.8) 295(0.4) 119.0

中級 一 102(0.4) 　

合 計

初級 6,499(100) 7,883(10ω 12L3

中級 .一　 2.594〔100) 一

6.都 道 府 県別内訳(上 位10)

都道府県 種別 62年応募者 61年 応募者 都道府県 種別 62年 応募者 61年応募者

1 東 京
初級 1,651 1,469

6 埼{ミ
初級 322 281

中級 534 一
中級 113 一

2 神奈川
初級 1,024 986

7 福 岡
初級 349 256

中級 391 一
中級 56 一

3 大 阪
初級 823 818

8 千 葉
初級 299 255

中級 402 一
中級 86 　

4 愛 知
初級 926 634

9 静 岡
初級 351 164

中級 229 一
中級 51 一

5 兵 庫
初級 505 454

10 京 都
初級 215 243

中級 196 一 中級 124 一一
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「SHIPMANサ ー ビ ス組 合 」

一 日本の貿易 業務推進 を 目指 して 一

株 式会 社電通 国際情報 サー ビス

SHIPMANプ ロ ジェク トチーム

マ不一ンヤー
上 原 勇 作

現 在 当社 は,国}ノ 引こ約1T－ 社 の ユ ーザ を保 有

す る情 報処理 サー ビス業 であ ります。 昭和47年 に

'【]時㈱ 電通 の 一部門 であ った タ イム シェア リング

サー ビス局 は,米 国 ゼ ネラル エ レク トリック社,

(GE社)と の技 術提携 に よ り,民 間で は初 めての

ローカル タイム シェア リングサー ビス 「MARK-

1」 を 「用始 しま した。 当時 は、既 に電 々公社が技

術計算用 として 「DEMOS」 を,提 供 してお りま

した。 その後,昭 和48年 に は,GE社 の オハ イオ

州 ク リー ブラン ドに ある コンピ ュータセ ンターを

国際 回線で結 び,真 にグ ローバルなサー ビスの提

供 を以来行 って きて お ります。 又,昭 和51年1月

に,㈱ 電通 とGE社 との出資 によ り,出 社 が設 、`f.

され,電 通TSS局 の 事業全 てが新会社 に継 承 さ

れ,現 在に至 ってお ります 。 当社の サー ビスの最

も大 きな特 色は,「 常 にエ ン ドユーザ オ リエ ンテ

ッドな サー ビスを行 うこと」に尽 きます。 これは

当社 の売 ヒ構造 が基本的に 「日銭商 売」 だか らと

も云 えます 。従 量制 の料金体 系に よ る使 用料 は,

ユ ーザの利 用度合 で大 き く変動 します。 この事 は,

't'1社の サー ビスをユーザに いかに満足 して使 って

頂 くか にかか ってお ります 。

そ して この姿 勢 は,今,「 システム インテグ レー

タ」 として具顕 化 し発展 しつつ あ ります。 サー ビ

スの概 要は,世 界66ヶ 国800都 市 を カノx"一す る,

「MARKI∬(ハ ネウエル系)」 「MARK3000(IBM系)」

と,国 内 セン ターによ る「D※NET(IBM系)」 があ

り,国 内 セ ンター と米国の セン ター とは国 際回線

によ りホス ト接続 が既 に行 われてお ります 。

ユ ーザベ ースは,銀 行,証 券,製 造,流 通業 と

巾広 く,又,ユ ーザ ニーズ も多岐 にわた ってお り

ます が,企 業 の国際化 の進 展に伴 って 「国 際的な

情 報処理 ニー ズ」 が近年特 に顕著 で,そ れ に対 応

して,'11社 の 支店及 び現地 法人 を英 国 と米 国に設

置 してお ります。

さて,当 社の概 要は この位 に して我 々が行 って

いるサー ビスを通 して,近 頃感 じてい ることを申

し上二げ ます。

昨 年の10月 に 当社 は,英 国の大 手海運代理 店を

†三な業 とす るJohnSwire&Sons(Japan)Ltd.

と,海 運 関係の刊行物 を出版 して いる㈱ ジャパ ン

プレス社 と,㈱ シッビング ・タ リフ ・サー ビスの

4社 によ り 「SHIPMANサ ー ビス組合」を設 立 し

ま した。目的は,貿 易業務 を一 元管理す るShipp-

ingManagimentSystemの 提 供 によ り,国 内 の貿

易業務 の合 理化 を目指 し,企 業 の国際戦略の一翼

を担 うことです。 その内容 は,デ ー タベースサ ー

ビス として,日 本 発着の全定期船 の スケ ジュール

デー タ及 び,主 要17同 盟 運賃 デ ータの2つ が有 り,

日 々更新 を行 うことによ り新鮮な デー タ提 供 を可

能 と しています。 もう一 つの大 きなサー ビス とし

て,デ ー タ交換 サー ビスが有 ります。 これは,こ一



のサ ー ビスの ために特 別設計 した汎 用 メールボ ッ

クスサー ビスによ り行われ ます。 これ らの サー ビ

スは既 に本年9月 よ り開始 してお ります
。

デ ータベー スは,企 業内 システム として閉 じた

利 用にな りますが,デ ー タ交換 は他企 業間の開 か

れ た シス テム としての位置 づけ とな ります 。 当該

業務分野 に登場す る関係業種 は,荷llと しての製

造業 と商 社,運 送 を行 う陸 海空 の各運輸業,そ の

中間にあ って通 関業務等 を行 う海貨業,銀 行,保

険業 と多 くにわた って お ります。 又,荷 物 の受取

人 まで考 える と,地 球的 な広が りにな ります。荷

}1か ら発生 したデー タは種 々の業種 ・企業 で必 要

とす る形 に並 び変 えられ た り,項 目が付加 され な

が ら書類 や伝 票の形 で授受 され てい るのが現状 で

す 。 これ ら ドキ ュメン トを無 くし,コ ンピ ュータ

によ るデ ータの交換 を行 うことによ って業務効率

と精度 の向 ヒを目指 す サー ビス として位 置づ けて

お ります。 しか し,n対nの 企業が デー タ交換 を

行 う絵 を描 くの は簡 単です が,実 際は システ ム化

レベルの程度 や その狙 い ,コ ー ド,フ ォーマ ッ ト,

ハ ー ドウ ェア等 々の差 異に よってかな り困難 な問

題 にな ります。

更 に各業種 間,企 業 間の取引 ヒの力関係 もその

ネッ トワー ク化 に影 響 して きます。 これ らの 問題

を解決す るため に,SHIPMANサ ー ビス組 合 とい

う公共的 な性 格 を有 す る組織 を設 立 した訳 です。

従 って,現 在組 合員 は4社 ですが,多 くの企 業

が加 人 され る ことを望 ん でお ります 。組 合 として

の今後の活動 は,「 標準 化の推進,共 有化 シ ステ ム

の 開発 と提 供,業 種 ・企業間 の調整」 に力 を入れ

て行 く 予定です。 その 第 ・弾 として,本 年10月 に

各製造 業 界のK`f:企 業7社 に よ る 「デ ー タ交換 シ

ス テム研究 会」 を発足 し,荷 ドの 、`ノ:場か ら前述 の

日的に沿 った活動 を1用給 いた しま した。

我 々は,日 本が貿 易 、ア国 としての 方向性 を堅持

す るの であれ ば,国 を挙 げて貿 易 シ ステ ムの推進

をすべ きであ ると 考えます。 一企業 にあ って も,

貿 易 システムは営業,生 産,経 理,財 務,物 流 と

多 くの部門 を横 断す る システムであ り,各 部門 の

連携 を とるこ とによ って効 率向 ヒが計 られ る業務

です。 これは,こ の業 務 に関係 す る業種 間 も全 く

同 じ位置づ けにな ります 。

更に,一 ・国 とい う観点 か らして も同様 の こ とが

ム えると思 います。 シン ガポールで は,本 年 か ら

国家 プ ロジ ェク トとして この 問題に取 り組 み推進

して お ります。

最後 に我々は関係 官庁の一 元化 による推 進体制

の確 こ乙によ り,貿 易 こノ:国日本の発展 を望 む もの で

あ ります。一
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〈イベ ン ト名〉①開催 日②開催場所③主な内容④問合せ先 ※主催団体の都合で変更する場合があ ります。一
〈第9回DP部 門 管理 者の ための情 報処理 にお

ける法律 問題 基本 講座〉 ①63/1(2日 間)③ コ

ンピ ュー タ利 用の拡 大に伴 い,最 近 コン ピュー

タに法律 のか らん だ問題が発生 してい る。 要員

にか らむ問題 とソ フ トウ ェアの法的保護 を と り

あげ る。④(社)日 本能 率 協会NO3-434-1567

② 関 西情報 セ ン ター会 議室③情 報通信 の基 礎か

ら応 用 まで を体系的 に習得 させ る。(1}情 報 通信

システムの基本概念{2)情 報 通 信技術 の基礎(3げ

ロ トコル〔4)ネッ トワークサー ビス(5)情 報通 信 シ

ステム導 入の手引 な ど④(財)関 西情報 セ ンター

魯06-346-2544

〈第16回 外 注の活 用 と管理研 究セ ミナ ー〉①63

/1(2日 間)③ 外注 を効 果的 に利用 す るた めの

ポ イン トについて,ユ ーザの立場,受 託業 者の

立場,海 外 にお ける状 況な ど様 々 な立場 か ら研

究す る。④(社)日 本能 率協会1eO3-434-1567

〈情報通信技術者養成コース〉①1/20～3/10

〈工事 担 当者講 習会 〉①1/28--2/3②NTT

関 東 テ レコ ム研 修 セ ンター③ 電気通 信技術 の基

礎,ア ナ ログ3種 の技術,ア ナ ログ2種 の技 術,

ア ナロ グ1種 の技術,デ ジタル1種 の技術,法

規の各 コー スが あ り,レ ベルに応 じたコース を

選択 で きる。④(社)日 本情報通 信振興協 会nO3

-591--3818一
〈第17回 要員の育成・管理研究セミナー〉①63/

2(2日 間)③EDP部 門の要員計画 と人事施策

について,多 角的に検討 し,問 題の トータルな

把握 と難局打開のための新たなる視点を探 る。き
④(社)日 本能率協会nO3-434-1567

〈第19回 電算室の総合管理システムと効率化研

究セミナー〉①63/2(2日 間)③EDP部 門の管

理 ・運営水準の向上を目的に管理者の方々を主

たる対象にして,問 題点 の所在と核心を明 らか

に し,今 後 の対策 を研究討議 す る。④(社)日 本

能率協会aO3-434-1567

〈第24回 訪 米 「OA化 の 動向 と戦略型情報化」

研 究調 査団〉①2/14～27③DP・OA統 合 時代 の

統 合情報資 源管理 と企 業 ネ ッ トワー ク,ワ ー ク

ステ ーシ ョン(訪 問候補 都市)ダ ラス,エ イダ・

カンザス シテ ィー,ボ ス トン,ニ ュー ヨー ク,

シカ ゴ,シ ア トル,サ ンフ ランシスコ④(社)日

本 オ フ ィス オ ー トメー シ ョン協 会告03-434-

6677一
〈第10回 情報システムの有効性評価セミナー〉

①63/3③ 情報 システムの経済性評価 を中心 に

先進企業の事例発表を通 じて情報 システムの評

価を具体的に解明す る。④(社)日 本能率協会⑰

03-434-1567

〈第13回 システムの効率性評価セ ミナー〉①63

/3③ 経営全般 に大 きな影響 を与えつつあるコ

ンヒ。ユ一 夕コス トを見 直す ため,コ ン ピュー タ

シス テムの効 率化 を図 るためのア プローチ方 法

につ いて研 究す る。④(社)日 本 能率 協会lxeO3-

434-1567

〈CtM/CAD/CAM/CAE訪 米 視察 団〉①63/3

(15日 間)④(社)日 本能 率協会eo3-434-1404一



〈第4回 ソ フ トウ ェア コン フ ァレンス〉①3/

11② 大阪 科学 技術 セ ン ター③研究 開発 に伴 って

作成 された ソフ トウ ェアにアカデ ミックプライ

オ リテ ィを与 え,今 後の研究開発 の一層 の進展

を図 るための発表,ソ フ トウ ェアの有 効利用 と

して の ソフ トウ ェアの流通 ・共同開発 等 の促進

を図 る。川特 別講演会② ソフ トウ ェア発表会 一

分科会,ポ ス タセ ッシ ョン,シ ステムデモ ンス

トレー シ ョンセ ッシ ョン(3最 先端 システ ムプ レ

ゼ ン テ ー シ ョ ン〔4}懇談 会(4、(財)大 阪 不こ1学技 術 セ

ン タ ー 呑06-443-5321

〈情報 通信セ ミナー ～ネ ッ トワー ク技術 の理解

の ため に～〉①3/9--11③ 情 報通信 ネ ッ トワ

ー クの基 礎か ら応 用技術 まで を各 界の専門家 に

よ り,豊 富な 事例 を もとに解 説す る。 レベ ルに

応 じたコー スが選択 で きる。④(社)日 本情 報通

信振 興協会eO3-591-3818一
〈CAI&教 育 メデ ィア ・ショー'88>①4/21～

24② 池 袋 サ ンシ ャインシテ ィセ ンターポール③

テー マ 「メデ ィア ミックスで広 が る教 育 コ ミュ

ニケー シ ョン」最 新の教育 メデ ィアの展示 ・実

演 を行 うとと もに教育 に関す る情報提 供の場,

意 見交換 の場 とす るこ とを 目的 とす る。「CAI

&ニ ュ ーメ デ ィア・シ ョー」 を名称変 更,第4

回 目,}三催:(学)産 業能 率大学/日 本経 済新 聞社

(≡i)呑03-270-0251

〈Al'88(第4回 人工知 能総合展)〉 ①7/4--7

② 東 京 流 通 セ ン ター③応 用 分野 の広 が るAIの

現状 を踏 ま え,最 新 のAI関 連 機器,シ ス テム

を一堂 に展示,紹 介す る とと もに,記 念 セ ミナ

ー も開 催 し,AI情 報 交流 の 場,取 引拡 大 の場

とな る こ とを 目的 とす る。 ※AI展 記念 セ ミナ

ー ,出 展社 セ ミナ ー,AIビ デ オ コー ナ ー④ 日

本経済 新聞社⑰03-252-8157

〈リス ク&セ キ ュ リテ ィ・マネ ジメン ト'88(第

1回)〉 ①7/4～7② 東京流通 セ ン ター③ コン

ピュー タによ る情報処理,伝 達,保 管,管 理 な

どにお ける信頼 性,安 全性 を確保 す るためのハ

ー ドとソフ トを一堂 に集 め
,啓 蒙 ・普及 させ る

こ とを 目的 とす る。 ※テー マゾー ン,出 展社 セ

ミナ ー,記 念 セ ミナー④ 日本 経済 新聞社nO3-

252-8157

〔新 刊 ご案 内〕〈書名〉①発行日②内容③発行者

〈体験 から知 る機械設計CAD/CAM導 入法〉

①62/10② 機械設計を対象にCAD/CAM導 入経

験者が自らの体験によ り,最 低限実施 して欲 し

い作業項 目とその展開方法を分か り易 くまとめ

た もの。 さらに導入事例 として導入推進担当者

が どのよ うな考 え方や手順 によ りCAD/CAM

システムを導入し,成 功に結びつけたかを具体

的 に解説。第1部 総論第2部CAD/CAMシ ス

テム導入手順第3部CAD/CAMシ ステム導入

事例③(財)大 阪科学技術センター

〈第4回 ソ フ トウェアコ ンファ レンスプロ シー

デ ィング ス〉①63/3② 第4回 ソ フ トウ ェア コ

ンフ ァレンスでの分科会 並 びにポス タセ ッシ ョ

ン,シ ステムデモ ンス トレーシ ョンセ ッシ ョン

で発 表 され たソ フ トウ ェアを収録 したプ ロシー

デ ィングスを発 行 し,埋 もれて しまいが ちな ソ

フ トウ ェアに正 当な評価 を受 け る機 会 を 与え,

か つ相 互の交 流 を図 る。③(tlオ)大 阪科学技術 セ

ンター一
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情報化月間記念式典
情 報化 月間の オー プニ ングセ レモ ニー として,

10月1日,東 京 都 「代田区 のホ テルニ ュー オータ

ニにて政 府 ド催 の 「記念式 典」が開催 され,個 人,

企 業及 び情 報処理 シ ステ ムの表 彰が行 われ ま した。

期間中,全 国各地 において,展 示会 をは じめ,

講 演会,セ ミナ…な どが繰 り広 げ られ ま した。式

典の模様 と表彰 者及 び作品 を ご紹介致 します。

㌻ 』・㎡
一"　び づ

"・
.㎡ ■

▲祝辞を述べられる田村通商産業大臣

情報化月闇隠 蓑

▲各個人 ・企業等が次々に表彰 を受ける

舟工 心寄 ヨ趣 芝葺

統

逮↑づ誤
上

1
Li

▲表彰を受ける高校生 プログラミング ・コンテス ト

入賞者

JIPDEC20周 年に際 して行われた国際講演 ・討論会 レ風景

丁、:'

二 、 ∋ 」こ∵∴ 」、一/



一
昭和62年 度情報化月間表彰者等一覧表

1.昭 和62年 度情報化促進貢献個人
(h:川 順)

氏 名 所 属 業 績

相 磯 秀 夫 慶応義塾大学教授

我が国の電 子計算機の揺陪期から,自 ら研究開発に当たり, その基礎研究の成果は国
産電r計 算機技術の確、1/1,性能向 上等に多人の功績をなすとともに,技 術者の国際交
流の促進等に尽力し,情 報化の発展に多大の貢献をした。

安藤多喜夫
㈱ デ ー ター プ ロ
セ ス コ ンサ ル タ

ン ト代 表取 締 役

社 長

昭 和47年 よ り,(社)'1吉 報 セ ン ター 協会 の 理 事 及 び副 会 長 とし て卓 越 した先 見性 と統 率

㌫ 諏 、離間ぼぽ 睨 橘鮎・哩11跳躍 ・;戦㍍顧醗.

井 形 昭 弘 鹿児島大学学長
総合病院情報システムの構築をはじめ,我 が国の病院のオンラインによるシステム化
に際し,多 大な成果を挙げるとともに先進的役割を果たし病院情報システムの構築及
び情報処理技術の医学 ・医療への対応に関する研究の指導等に多大な貢献をした。

伊 藤 正 雄
日鐵 コン ピ ュー
タ シ ステ ム㈱ 代

表取 締 役 社 長

ユ ーザ ー サ イ ドに 、1'った情 報 環 境 の 整備 ,情 報産 業 との連 携 ・協調体 制 の 確 、1/1等に指導 的 役割
を果 た し,産 業 界 に お け る情 報 化の 推進 に 多 人 の 貢献 を した。

上 野 一 郎 産業能率人学
理事長

行政管理セ ミナー(総 務庁実施)の 企画 ・、γ案等に参画し,国 の情報処理技術者等の
育成に尽力下るとともに,(社)行 政情報システム研究所理事として行政事務の電算化,情 報処理

の高度化に寄与する等行政情報システムの発展に多人の貢献をした。

岡 部 年 定 (財)日 本ITu

協会 顧 問 麹諮品品繊 麟 籾些鰭 麺端 地 勢や,㌶織 海
進に多大の貢献をした。

小 川 元
旭化成1:業 ㈱
代表取締役副社
長

幕見?縫懲2鵠 藁鶴謡曇敵人島㌶潔認 毘灘蘇与蟻頴;
A化 の先導的役割を果たす等情報化の促進に多大の貢献をした。

栗山仙之助 大阪1業 大学

教授
長年にわたり情報関係の研究 ・講義を通 じて多 くの人材を育成 し,情 報化の推進に当
たり,企 業及び社会の情報化並びに情報システムの教育普及に多大の貢献をした。

河 野 幹 人 日 本 エ ス ・デ ィ
ー ・ シ ー ㈱ 顧 問

電気通信ユニザー協議会事務局長としてユーザー白書の作成及び経団連情報処理専門

聾 ㌶ 罐{激 職 を蹴 次清髄 繊 興協酬 鍼 として・融 通僧事

高 木 教 典 東京.大学教授
CATV事 業の揺樒期から今LJに 至るまで,CATVに 関する数多くの懇談会,研 究会等の座長及び委員とし

て豊富な知識と識見をもって各種の提、「を行い,我 が国のC
ATVの 発展普及に多大の貢献をした。

藤 木 勝 美
㈱ 日 本 ビジ ネス
コ ンサ ル タ ン ト

取締 役 社 長

長 年 に わ た り我 が 国 の コ ン ピ ュー タ業 界 に おい て,そ の 指 揮 ・指 導 力 を もって 業 界の

発 展 に尽 くす と と もに,国 際活 動 の 面 に お いて もCICCの 運 営 委 員 長等 を歴任 し,
コ ン ピ ュー タ業 界 の 国際 化 に尽 力 し、 コン ピ ュー タ業 界 の 発展 に 多 大 の 貢献 を した

。

三 好 俊 夫 松 ド電1二㈱代表取締役副社長

卓越 した先 見性 と企 画力 で 昭和46年}こ は メ ー カー として 我 が国 最 大規 模 の オー ダ ー 玉

筆繍 蓮 露 語 襟 織 纏 躍 竺業界の唖 ネ・トワーク化噸 づくり

山 縣 誠 寺田倉庫㈱代表取締役副社長

昭和51年 よ り今 日ま で ・質 して,(社)日 本 倉庫 協会 の情 報 シ ステ ム委 員 会 の 委員 長 と
して コ ン ピ ュー タ利用 の 普及 ・,啓 発 に努 め,中 小 企 業 が 多 い倉庫 業 の 情 報 化 に尽 力 し,我 が国 情 報化 の 促進 に多 大 の貢 献 を し た

。

2.昭 和62年 度情報化促進貢献企業等

企業等の名称 代表者名 業 績

青梅商工会議所 会頭
榎 本 米 吉 東遷{鵠}ξrt塁嚇 花;翻 冷爆 あ㌫ ○曝 §織 斜聾齢

し,中 小企業の経営の合理化 ・近代化に貢献した。一 一
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一

企業等の名称 代表者名 業 績
一

小田急電鉄㈱
代表取締役社!ζ

達光利 騰 罐 癬鑓悉 曇蔓麟 灘 曇霞議
し た,,

㈱京王プラザホテル
代表取締役トほ
多 比 良 勇

難:樫 湾 糟ξ1い脇 下鞘 撒 睾飾 言難ξ織
る等,ホ テ ル 業の 情 報 化 の促 進 に 多 大の 貢献 を し た。

山陽電子工業㈱
代ノ諏 締役社長
佐 藤1事:雄

褒∫蹴 罐 纏1∴・稻1§麺 縫 製 灘 摘発麟 閲音聾
会の情報化の進展に多人の貢献をした。

㈱西武クレジッ ト
代表取締役社長
竹 内 敏 雄 …饗騰 ㌶ ‡當 琴ξ1憲撫4嶽1

信販業界の健全化を高め,業 界の情報化に多大の貢献をした。

全国朝日放送㈱
代表取締役社長
川 代}㌧ 玖 雄

こ1一ぽ 醗 繊 雲曙 　こ巻藁8細鱗 罐舗 こ秘 鍵
シ ス テム の発 展 に 大 きな 影響 を 与 えた 。

㈱豊田自動織機製作所
取締役社長
凹 田 乃;年

糎 麟 搬 霧欝2麟 嬰蘭論難 難 曇誌灘7'
川の中に公表し,我 が国のOA情 報化推進に多大な貢献をした。

日本ソフ ト開発㈱
代表取締役社長
赤 岡 貞 ・F:
艦 魏 魏 舗㌶ 魏 遥圭魏翻 笈蹴蕊 ㌶
展 に も多 人の 貢 献 を した 。

働兵庫県中小企業振興公社
兵庫県産業情報センター

理事長
野 田 修

灘 ㌫繭 花蒜豪協 麟 乞情報緯 暴露驚罐 鑓
小企業の情報化促進に多大の貢献をした。

㈱芙蓉情報センター ll表需 社日 鞘 辮 ㌶ 繊 騨 ‡竺㌶篇製 罐{r葵㌶ 鷲が国情報サービス産業界の発展に多大の貢献をした。

㈱松阪電子計算センター
代表取締役
加 藤IE猪 鰻 ㌶灘 灘綴灘‖欝欝竃雛

メ ル コ ム サ ー ビ ス㈱
MELCOM長 崎CEセ ン タ
ーCOSMOグ ル ー プ

ゲループ代表者

沼 田 恒 男 ㌶1㌶覧蓮 艦 嬬藷嶽謙譲輔 竃
㈱ ワンビシアーカイブス

代表取締役社長
樋ll捲 三

管理物 §あ㌶ 鏡誌 乞フ!㌻ 膓 難 難鴇,
情報通信の安全性 ・信頼ヤtの向 ヒに多大の貢献をした。

3.昭 和62年 度優 秀情 報処理 システム

システムの名称 表彰対象者名 表 彰 理 由

エンジニアリング向け多
目的パソコン通信システ
ム

簡易DD/DS

建築企画設計支援
システム

地震活動等総合監視
システム

㈱ 富1:通 ピー ・
エ ス ・シー

住 友 ス リー エ ム

㈱

㈱ ジ ェー シー イ

気 象庁 地 震 火 山部

醗 、と轡 ㌶ ㌶《磁 姦磐警態ξ鵠 言芦勿螺 柴
として,産 業界における情報の高度化に寄与した。

熟㌍5斑 晶鼻繋欝難壁雨曇こ㌘ 義zぽ 良≦㌻
トゥ ェァ管 理 等,企 業 に お け る デ ー タの一 元的 維持 管 理 に 寄 与 した 。

蟹聾歎奨ウ霞藩雛 を辿離 塁爆 撃麟 ぽ 誤謬
よ うにな り,建 築 業 界 の発 展 に 寄 与 し た。

幣撃繁 雑豊等麟 あ遜譲 滅碧鷺§繁縷あ聖篭額譲
処理するシステムであり,津 波予報及び東海地震予知の監視強化に寄与した,一/



一
シ ス テ ム の 名 称 表彰対象古名 表 彰 ∫中 川

石油販売業総合
オンラインシステム ㈱ フ ジ コンサ ル

石油 販 売 業 に お け るサ ービス ステ ーーシ ョし(SS)の 売 掛 管 理 を 始め 各 種経

営 分析,顧 客 管 理 を総 合的 ・体 系 的に と らえ,サ ーービ ス ステ.一 アヨンのOA
ト 化 を実現 し,中 小 石油 販 売 業の近 代 化,経 営 合理 化に 寄 り した 、、

全コクヨ流通統合システム コ ク ヨ㈱
生 産,在 庫,販 売,流 通 が ・質 した シ ステ ム で あ り,全 国 ネ ッ トワ … ウを構

築 した 高度 情 報 化 に対 応 した 先進 シ ステ ムと して,我 が国 で は,川 越 した シ
ステ ムで あ り,情 報 化 社 会 の進 展 に 寄 与 した。

電子番号案内システム
(ANGEL)

日本電信電話㈱
これ ま で ∫三作 業 で行 わ れ て い た電 話 播 け案 内 を コ ン ピ ュー タを利 用 して シ ス

テ ム 化 を図 り,案 内 業務 の効 率 を飛躍 的 に向llす る と と もに,身 近 な情 報 源

と して家 庭 に お け る情 報化 の 促進 に も山献 した 。

ひまわりシステム 近鉄航空貨物㈱
発送(荷 送 人)か ら到 着(荷 受 人)ま での運 送,通 関,保 管,配 達 等 の ・連
の情 報 を総 合的 ・機能 的 に 把 握処 理 す る国際 航 空 物 流 シ ステ ムで あ り,情 報

提 供 の 迅速 性,dl確 性 等 利 用 者'和」便 の 向 ヒ,業 務 処 理 の効 率 化 に 寄1∫し た。

病院オーダリングシステム 藤田学園 8:}齢£竺 ξ‡繍;=:完 暮;1鞠i際}1㌶ 昆晶 要望漂
の 質 的 内容 の 向 ヒに 寄 与 した 、,

ファッション

商品情報 システム
㈱ ダ イ エ ー

小 売 業 に お け る基 本 サ イ ク ルで あ る商品 計 画,商 品 処 理,商 品 情 報 の ・nし
た シ ステ ム化 を行 い,オ ン ライ ン ネ ッ トワ ーーク及 び デ 一 夕デ ー ス を構築 し小

売 業 のPOSシ ステ ム開 発 に 大 きな 影響 を 与 え生 産 性 の 向|:に 寄 与 した。

部品番号自動検索システム 日産自動車㈱
パ ソ コン とCI)-ROMを 組 み 合わ せ 大 川:のデ ー タ をデ 一 夕ベ ーース化 し,パ
ソ コ ンに よ る検 索 に よ り,検 索 時 間 の短 縮,検 索 誤 りの激 減 等,部 品 の 流 通

業 界 での 部 品 番 号検 索 作 業 の効 率 化,発 注 業 務の 合 理 化 に寄 与 した 。

CD-ROMCAIシ ス テ ム
・IPLシ リー ズ

姫路濁勝人学情
報科学センター

日本初 のCD-ROM及 びNAPLPS利 用 のCAIシ ステ ムで あ り,ド リ
ル ・演 習 ・問題 解 決 等 全 ての 様 式 を網 羅 し,そ れ を有機 的 に結 合 す る こ とに

よ っ て,高 い学 習 効 果 を挙 げて お り,情 報 処理 教 育 の向 ヒに 寄 与 した。

NECグ ループ社員
教育 システム

日本電気㈱
衛星通信網 と光ケーブルによる構内通信網を有機的に接続し,遠 隔地間の企
業内教育において,衛 星利用の我が国最初の同時双方向教育システムを構築
し,衛 星通信による教育システムの開発に先導的な役割を果たした。

SOFIA ㈱BSN
ア イネ ッ ト

病 院 の 経営 事務 を パ ソ コ ンに よ り簡 略 化 し,病 院 間,及 びn治 体 と をVAN
で結 び,さ らに 自治 体 と銀 行 の間 で,フ ァー ムバ ンキ ン ゲ シ ステ ムに よ る 支

払 い決 済 を行 うシス テ ムで あ り,病 院 の経 営 の効 率化,情 報化 に 寄'∫し た。

SUFORT
セ ン チ ュ リ リサ
ー チ セ ン タ㈱

ドキ ュ メン テ ー シ ョンが 不備 な ため 再 利用 で きな か っ たFORTRANプ ロ

グ ラ ムの整 備 が容 易 に で き,プ ロ グ ラムの 再利用 等 が 図 れ る よ うに な り,ソ
フ トウ ェアの 生産 性 が 向 上し,業 界 の 高度 化 等 に寄 与 した。

4.昭 和62年 度全 国高校生 プログラ ミング ・コンテス ト入選作 品

作 目 名
作 成 者

口
口口

学校 ・学科 ・学年 氏 名
作 酬 の 概 要

最優秀賞 静岡県、γ 浜松1:業 高等学校
総 合 プ ログ ラ ム

開 発 シス テ ム
情報技術科3年

2年
2年
2年

足 、γ 隆 弘
鳥 井 康 弘
那 須 清 人
林 周 志

独 自 の アセ ンブ ラ バ語 を設定 し,こ れ を使 って プロ グ ラ
ムを作 り,で きあが った プ ロ グ ラム を別 のCPUの 機 械

語 に変 換 す るプ ロ グ ラム であ る。

2年 深 谷 俊 介

優秀賞 山口県立 宇部商業高等学校
宇部 商 デパ ー ト
・総 合 情 報処 理

シス テ ム

商業科3年
3年

事務科3年
3年

商業科24}
情報管理科2年

岡 田 長 弘
矢 橋 夏 絵
馬 場 貴 之伊 藤 香

藤 井 由美 子
岩 見 一一・ 徳

バ ー コー ド ・リー ダの利 用 に よ るPOSシ ス テ ムの媒 人,温 度
セ ンサ ー を利 用 し,各 売場 で作 成 した デ ー タを 音声

カ プ ラを使 うこ とに よ って,本 部に 集 中 し,仕 入,販 売

管 理,商 品 のABC分 析,収 支決 算 報告 書 を作成 す るな
ど,総 合 的 な シ ステ ム であ る。

2年 松 岡 晶 子一



JIPDECだ より

作 品 名
作 成 者

作 品 の 概 要
学校 ・学科 ・学年 氏 名

優 秀賞

高次 方程 式解 法
PROGRAM

優 秀 賞
COMETシ.、1
レ ーク

優 秀 賞
ス カ ・一卜原 川 製

図 プ ロ ゲ ラム

優 秀 賞

体 育祭 得 点 集 計'

表 ・!lrハ」ゲ ラ ム

努力 賞

湘 誘 導電 動 機
の 特 性 試験

神 奈 川II,U'小 田原,;'lj等学 校
1導通 科2年

目:∫ 都城 「業高 等 ・1弄門 学 校
電気ll学 科3イ1

311

r業 化学 科3匂

3{1

埼E県 ・㌦1新 座総 合 技 術 高等

学 校 情 報技 術 科3{1
3イ}

3川

3勾
3勾

3{1

3イ1

3{1

山安目r膓11[ご㌧ 汀r‡～}1」ヒrゴ～i等学 校

情 報 処 理 科2自
2イ1

2イ}

2{1

2{1
2臼

2自

2彗

2勾
2{1

2{1

2句

愛 知 県 立 愛 知1業 高等 学 校
電気 料3年

3年

ヒ 屋

来 日
柚 木
塩 屋
,}ド井

石 川
井 田
内lh
斉 藤
新 藤
関
1日 辺
真 壁

井 川
近 藤
田 中
西 脇
Ill川
1`∫木
安 達
大 屋
奥 田
近 藤
西 松
山 田

長谷川
後 藤

武 司

浩 樹
邦 浩
和 秀
裕次郎

恵 美
「代 子
lu香

静 香
陽r
いつみ

裕r
復 日

雅 彦
剛

真 城
稔

清 勝
由 香
恵 子
弘 美
公 子
智 子
悦 子
富 士子

和 伯
卓 矢

高 次 方程 式 の解 法 の途 中 経過 を表 示 す る。有 理 係 数 に よ
って 入 力 され た 方程 式 を簡約 し て因 数定 理 ・組 ㌔:∫1除法 ・「
2次 方程 式 の 解 の 公式 を利 用 して解 く。必 要に 応 じて プ

リン トア ウ トで き る。

仮 想 計 算機COMETの アセ ンブ ラCASLに おけ る,

情 報 の 伝達 の仕 組 み を理 解 す るた めの シ ミュ レー タで あ
る.

ウエ ス ト,ヒ ップ,腰 丈,ス カ ー ト丈,ベ ル ト幅等 の 採
・1'デー タ を 入力 して,B本 語 ラ イン プ リン タに 型紙 を出

力 す るプ ログ ラ ムで あ る。

体 育祭 の 白目,赤 目,青 団 の 競 技 デ ー タ を入 力 して,各

回 の得 点 を リア ル タ イ ムで表 示 す るプ ログ ラ ムで あ り,
得 点の け た数 に 応 じて 文字 の 大 き さを変 え られ,任 意 の

端 末 か らの 入 出 力 が で きるプ ログ ラ ムで あ る。

実 習 で 得 られ た測 定 値 を 入力 して,特 性 曲線 決 定 の 計 算

を行 い,そ の結 果 と円 線 図等 の 図 表(グ ラ フ)を 出 力 す

るプ ロ ゲ ラ ムで あ る。

Alオ ープンハ ウスの開設 について

人Il知 能(AI)技 術 の普 及啓蒙 を進 めてい る

ICOT・JIPDECAIセ ン タ ーでは,AIユ ー ザ,

ソ フ トウエアハ ウス等 にお けるAI用 ソ フ トウエ

アの開発 を支援 す る目的で,AIツ ー ルの共同利

用セ ンター 「AIオ ー プンハウ ス」 を,こ の10月

に開設 した。

「AIオ ー プンハウス」は,東 京都港 区の世界貿

易セ ンター ビル7階 の(財)日 本 情報処理 開発協 会

内 に設置 されてい る。

AIオ ー プンハ ウスには,AI用 ハ ー ドウエ ア

及 びソ フ トウエアの製造 ・販売 企業か ら機 器等 を

出展頂 き,こ れを利用希望者 に開放 して,AIツ

ー ルの研究 に供 す る もの であ る。 出展 され るAI

機 器は,第 五世 代 コ ンピュータ開発 プ ロジ ェク ト

の成 果 であ る逐次型推論 マシ ン(PSI)を 始 め と

して,10～15機 種 を予定 して お り,現 在,国 産系,

外 資 系の企業 に出展協 力依頼 を進 めてい る。 出展

予定 の機 器等 が出揃 い,準 備 が整 い次 第公開す る

こととして い る。12月 始 め頃に予定 。

AIオ ー フ.ンハ ウスの利用者 は,AIセ ン ター

登録会 員に限 られ,展 示 され たAIツ ールの機能

や利用 技法 の習得,自 己 の適 用ニ ーズに応 じた比

較評価 の研究 のために,一 定 時間無料 で利用 で き一ノ



一
る。

なお,積 極 的な利 用者には,特 別 利用会員制度

(有 料)が あ り,各 種 のAIツ ー ルにつ いて,ヒ

級 技法の習得 や詳細 な研究の ために,希 望す る時

間利 用 で きるよ うにな ってい る。 なお,AIセ ン

ターで は,出 展 され たAIツ ールについて,機 能

や利 用技法,利 用事例等 の説 明会,研 究会,セ ミ

ナー を随時 開催 す る予定 であ る。

このほか,AIツ ー ルに関す る情報提供,パ ソ

コ ン通 信 によ るAI情 報交 流の場 としてのAIネ

ッ トワークの運 用な どが,AIオ ー プ ンハ ウスの

事業活 動 として 予定 されてい る。

備考:ICOT・JIPDECAIセ ン ターは,昨 年4月

に,わ が国 にお ける人1:知 能(AI)技 術 の普及

啓 蒙を 目的 に,通 商産業 省の指導 の もとに,(財)

新 世代 コン ピュータ技術 開発機構(理 事長関本忠

弘)と(財)日 本情 報処理 開発協会(会 長 影山衛司)

の 両団体が共 同 で設置 した もの であ る。

AIセ ンター では,AIの 普 及啓 蒙事業 を推進

す るため,AIに 関 心 を もつ事業者 団体や企業等

が参加 す る登録 会員制度 を設 けてい る。所定 の申

込手続 きによ り受付登録 され る。本 年9月30日 現

在,登 録 され た会員 は,421会 員 となってい る。

場

テ ー マ

内

(共
東京・大阪

参加 者

Oシ ンポ ジウム

日 時11月5日(木)9時30分 ～16時30分

場 所 私 学会館

テ ーマ 情 報サ ー ビス産 業 を担 うSE育 成

一 合 ,SEは 企 業 に何 を期 待 し,企 業

はSEに 何 を求 めてい るか!一

参加 音130名

所 私学会館(東 京)

大阪ガーデンパレス(大 阪)

高度情報化社会を担 う人材育成

容 ①基調講演

通)「 高度情報化社会を担 う人材育成施策」

② 高度情報処理技術者育成の実態

③ パネル討論

「期待 される情報処理技術者 とその育

成のあ り方について」

東京135名,大 阪60名

昭和63年 度 ・春 ・情報処理

技術者試験 の 日程

「情 報化 人材育成 」に関 する トップ

セミナー及 び シンポジウムを開催

情報 サ ービス産 業 の経営 者及 び専修学 校の設 置

者 ・学 校長等 を対 象 と した トッフ。セ ミナーを,ま

た情報 サ ー ビス産 業 の人 事 ・教育担 当管理者 を対

象 とした シ ンポ ジウムを各 々下記 に よ り開催 し,

多数 の参加者 を得 て好評 裡に終 了 した。

。トップセ ミナ ー(東 京 ,大 阪2回 開催)

日 時10月20日(火)13時 ～18時(東 京)

10月27日(火)13時 ～18時(大 阪)

昭 和63年 度 ・春 の試験 日程 は,62年12月 に 官報

に公示 され るが,予 定 は次 の通 りであ る。

試 験 期 日 昭和63年4月17日(日)

願 書の配 布 昭和63年1月6日 ㈹ ～1月30日(士)

願 書の受付 同 上

願書の 〆切 昭和63年1月30日(消 印有 効)

願 書の提 出 全て郵送 に よる

試験の 区分 第2種 のみ

試 験 地 昭和62年 度 秋 と同様

そ の 他10名 以 ヒま とまった場 合は団体 申

込 み とす ることがで きる(従 来 と

同 じ)

問 合 せ 先 情 報処理 技術者試験 セ ンター

Te1.03-591-0421一



シ ステム ー査Q&AIlO

B5判/350ペ ー ジ/2,500円(送 料別)

当 協 会 が 開 設 して い る 「シ ス

テ ム監 査 相 談 室 」 に 寄せ られ た

実 際 の 相 談 内容 か ら110項 「1を

クア ップ し,回 答 しま した。

B5判/300ペ ージ/2500円(送料別)

通産省が公表 した システム監

査基準(一 般基準 ・実施基準 ・

報告基 準)に つ いて各項 目ごと

に具体的な解説 を加 えま した。

発行:(財)日 本情報処理開発協会

※ ご注文 は電 話 また はハガキにて承 ります。

tto3-432-9384

編集だより
当協会 は,本 年 創 立20周 年 を迎 えま した。今 回は

20周 年記 念 号としま して,関 係 各位 に祝 辞 をいた

だ き,ま たJIPDEC20年 の 歩 み をま とめ,掲 載 い

た しま した。

今か ら20年 前,古 い言葉 で 言 うと 「ふ た昔」前

新 卒の プ ログラマが初乗 り20円 の国電で会社 へ通

い,ア ー ム式のMTを 冷汗 をか きな が らセ ッ トし,

初 任給28,500円 を 手に していた頃。業 界で は,8

K～500Kの メモ リを持つ汎用 コンヒ.ユ一夕,IB

M360の 登 場 に驚 嘆 し,経 営情 報 システ ムーMISブ

ー ムに沸 いて いた頃。(ち なみ に360は360度 全 て

に対応 可能 とい う意 味。また,MISはMISSで は?

と言われ た りもしま したが…。)ま さに隔世 の感 が

あ ります が古 い?プ ログラマに とって は妙 になつ

か し くも感 じます 。

そ して今,情 報 化時代。本 か ら トマ トが生 まれ,

使 い 捨 て の カ メ ラが売 られ,1,000円 の インスタ

ン トラー メンが登場す る時代 です。 コンピュー タ

の設置 台数 が100倍 に な り,メ モ リ容量 に メガ とか

ギガ とかい う値 が登場 して も別段驚 くに値 しな い

時代 にな りま した。 しか し,今 の ス ピー ドで技術

革新 が進 み,社 会が発展 して いった ら,今 か ら20

年 後 は どうな ってい るので しょうか。怖 いよ うな,

妙 に楽 しみな よ うな気 が します 。皆 さん はいかが

です か?

昭和62年12月 発行

川PDECジ ャーナルN。 ・67
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最近の報告書 ・刊行物ガイド
【TITLEI【 発 行 年】

・欧 州の デー タベ ース(60)

・オ ンラ イン需 要調査報告 書(62)

・コ ン ヒ.ユー タセ キ ュ リテ ィ対策実 施状況調 査報告書(61)

・コ ン ピュー タセ キ ュ リテ ィ実態 調査報告 書(61)

・コ ン ピュー タ ・セキ ュ リテ ィに関す る リスク分析調 査報告1#r(61)

・1987年 度 版 コン ピュー タ利用状 況調査集 計結 果(62)

・顯 麟 信 処Pilccお け る ク}鞘 蹴 合 利 用 シ ス テ ム のtiJf3YIS"一](61)

・産 業界 にお ける情報 処理の相El:運 用 性 をめ ぐる課題(60)

・シ ステ ム監査支援 ツー ルの調査 研究報告書(62)

・自然 言語 の コン ピュー タ解析用 辞書 に関 す る調査研究 報告書(62)

・耀 霧 におけるデ}タ コ ミa=テ ィ構築の臓 に関する研(62)

・轡 難 罐 讐鱗 掻蒸 鍋 造への影響 と望ましい情報 メ(60)

・新通信時代の課題(61)

嘱 熱 蒔 石幣 二馴 三)麟 些'効 靴 肱 に関する齢(61)

甥 線 所暴 露 ・トワークによる情報流通システムに関(62)
・パ ー ソナルコ ンピュータ利用 技術の近 未来(60)

・パ ソ コン通信 の現 状 と将来動lhJ(61)

・米 国に おける情 報サ ー ビスの高度化 の動 向(61)

・米 国に おけ る情 報処理 の現状(62)

・文 章情 報 デー タベ ース統合 利用調査研究 報告書(60)

・民 間部門 におけ るプラ イバ シー保護 に関す る調査 研究報告書(62)

・ネ ッ トワー ク綱領再 、亨 ～新 通信制度 をめ ぐる新 たな課題(60)

初級 マイ クロコン ピュー タ応用 システ ム開発技術 者育成用標準(62)
カ リキ ュラム
・マ イクロ コン ピュー タ応 用 に関 す る委託開発報告 書(60)

・マ イク ロコン ピュー タ応 用 システ ム開発技術 者の育成(60)

・tlt界の コ ンピ ュー タ産 業総合年表(60)

・第3回 目独情報技術 フ ォー ラム報告 書(62)

・昭和60年度麟 ㌶ 壁 繁三勢 套繊(61)

.昭 和61年 度 情 報 化 国 際 講 演 ・討 論 会(62)
シ ス テ ム 監 査 実 務 の 進 め 方 会 議 録

・エ キ ス パ ー ト シ ス テ ム の 事 例 調 査(61.4)(61)

パ エ キ ス パ ー ト シ ス テ ム 動 向 調 査(62)

・情 報 化 自 書1987(62)

・InformatizationWhitePaper1987(62)

・JAPANCOMPUTERQUARTERLYNo.66～69

・シ ス テ ム 監 査 基 準 解 説 書(60)
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